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は　じ　め　に

　先進国を中心としたサービス経済化の進展により ，財貨（９ｏｏｄｓ）と区別した

用役またはサ ーヒス（ＳｅｒＶ・ＣｅＳ）について ，改めてその概念 ・定義 ・計測（性）

をはじめ，それが各国経済におげる経済成長のあり方ないしは産業構造に占め

る位置 ・変化にとのよう次役割 ・機能をもち，かつ影響 ・効果を及ぼし合うか

についての研究は最近内外ともに盛んである 。

　ここでは以下，そうした最近の研究動向を中心として，その系譜にみる特
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徴・ 性格について若干の評価を加えつつ展望 ・概観するとともに，計測性をめ

ぐるいくつかの論点を検討しつつ，産業構造の国際比較としての視点から行 っ

た試算結果についても紹介し検討を加えてみたい
。

　というのも，本文でみるように，総じ。ては，欧米はもとよりわが剛こあ って

も近年の経済成長鈍化がサービス経済化をともないかつそれに影響されている

のではないかとする診断が有力であるに加えて，とりわげわが国においては ，

その経済成長動向の内容ともなる産業構造とくにその構造変化の方向として
，

ＮＩＣｓの追い上げ，貿易摩擦，通貨調整および海外（直接 ・間接）投資の進展な

どにみる国際諸要因を主とした，製造業を中心としてのいわゆる国内空洞化が

懸念されており ，欧米とくに米国に主として生じた構造変化の方向と軌をひと

つにしたサービス経済化が拡大 ・浸透するのではたいか，またそれが国際競争

力の弱体化 ・成長鈍化に一層つながるのではたいかとの危倶 ・意見が根強く表

明されているからである 。さらには，ニレクトロニクス技術の進展に支えられ

た情報化杜会の行方たらびに「先進国」化による生活様式 ・バターン変化にと

もなう家計消費構造の変化など ，国内的にみて産業 ・企業およぴ家計を含めた

一層のサーヒス化への進展が上に述べた方向へと一層抽車をかげるのか，ある

いはそこに新しい展開の方途が潜んでいるのか，たど々々についての関心が一

段と強まっ ているからでもある 。

　以下に示す展望 ・論述においても ，このような問題諸視点を念頭におきつつ

進めることとしたい 。

１． 序論的文献展望

　（１）　フユッ クス以前の研究史

　産業杜会において，とりわげ経済の発展にとも牟 って進行するサ ービス化現

象については，これまで多くの視野から取り上げられ，それぞれの立場からす

る分析が加えられてきた。今それらの諸成果を，各々の問題関心およひ分析の
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枠組みにみる特徴から大掴みに分類してみると以下のいくつかにグノレープ区分

　　１）
されるのではないかと考えられる 。

　そのひとつは文明（史）論的もしくは未来論的アプ ローチであり ，産業杜会の

発展段階に即してサ ービス化現象が進行してきた原因 ・背景に関心を集中し ，

それらを遇去から現在にいたる問に生起してきている杜会経済諸現象の犬きた

流れのひとつとして位置付けるとともに，将来にも産業杜会におげる支配的現

象のひとつとたるものとしてそれらを投影 ・照射しようとするところにその特

徴をみることカミできる 。その文献的系譜をみれぼ，まず端緒として ロストウ

（１９５３ ・’６０）およびガルブレイス（１９５８）などがあげられ，そこではサ ーピス 経

済化 ・杜会化への進行を明確に意識していたとは未だ必ずしもいい切れない

ものの，それへの舞台装置であり背景になるともいえる大衆消費杜会の到来か

高らかに唱えられた。そのいわぱ反省期とも称されるリースマソ（１９６１ ・’ ６４）

およびトゥレーヌ（１９６９）を間に挾む時期を経過し，サービス化杜会への移行

を工業化杜会に続く次の杜会段階であるとしてそれを明確な文脈で打ち出すと

ともに，それへの動因と予兆を読者に余すところたく意識させたのがＤ ．ベル

（１９７３）である 。その最近に至る系譜としてはトフラー（１９８０）に連な っている 。

トフラー にあ っても ，将来杜会を農業 ・工業に次ぐ「第３」の段階として情報

化杜会とし，それへの移行途上にある現在に多くみるセルフ ・サ ービス化現象

を非市場化への流れとして特徴つげる展望を行っている 。

　なお，トフラーと同じように，知識化 ・情報化をサ ービス経済化 ・杜会化の

たかで早くから主題としてきた論者にマハノレプ（１９６２）があり ，最近にな って

その遺作ともな った大著３部作（１９８０ ・’８２ ・’８４）が刊行されたが，マハルプに

あっ て， その分析枠組みにみる特徴は，前記したＤベルにも一部当嵌るよう

に次に述べる（産業）部門構造分析としての視点が貫かれており ，分類すると

すれぱそれに所属させる方が適当ともいえよう 。

　いずれにしてもこの文明（史）論的もしくは未来論的アプ ローチは，以下述べ

る経済分析ブ ロバーの分野で古くから経済 ・産業部門発展の構造問題として提

起されてきたサ ーヒス経済化のそれを彩成論的視座から新たな光を投射し，問

　　　　　　　　　　　　　　　　（８６３）
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題所在への関心を改めて喚起し，告知した啓蒙的役割はきわめて大きなそれで

あっ たと称し得よう 。

　と云うのも ，「ペティ（１６９０）＝ フィッシャー（１９３９
・’ ５２ ・’５４）＝クラーク（１９４０）

の法則」として広く知られている，経済の発展にともな ってその産業別雇用 ・

就業およひ所得 ・生産構造が，第１次（農林水産鉱業）よりは第２次（製造工業 ・

建設業）へ， さらには第３次（サーピス業）へと重点を変化させるという経験法

則は，古くから指摘されていながら，その発展メカニ ズムについての解明は捗

々しい進展を示し得なかったという研究史的事情に加えて，前述した文明（史）

論的アブ ローチがいわはその突破口ともなりかつそれに相乗するかのように近

年， この分野での研究上の進展が経済杜会の実態面でのそれと合わせて一段と

前進しその諸成果が蓄積されるに至っているからである 。

　もちろん，前記した文明（史）論的アプ ローチとは独立に，むしろそれに先立

ちもとを糺せばそれらを触発させる側に回 ったともいえる研究業績がフィッシ

ャー およびクラークに引き続き蓄積されてし
．・

たのであり ，それは国民経済勘定

諸統計の国際比較を通じて，サ ーヒス経済の占める位置およぴその動態を実証

的に解明していたクズネ ッツ（１９５７ ・’ ５９ ・‘ ６４ ・’ ６６ ・’７１）である 。クズネ ッツは ，

サービス経済部門のみにその視野を留めるぽかりでたく ，経済の成長 ・発展お

よび生産構造の高度化とを関連させ，トフラーとは逆の動きとして市場経済の

拡大と関連させた同部門増大の理由として生産供給単位と消費需要単位との時

間的 ・空間的乖離（卸売 ・小売 ・金融 ・広告たと），都市人口の増大にともたう都

市（施設）サーヒスの拡充およぴ政府機能の役割増大，１人当り所得水準の上

昇にともなう所得弾力的なサ ーヒス需要増大およひ耐久消費財の普及などを上

げ， また同部門におげる雇用増大を農 ・工業部門に比して低位にあるという相

対的生産性の格差に求め，この分野 ・分析枠組みでのその後に続くアプ ローチ

のためのいわば素地を切り開いていたのであ った 。

　こうしたペティ ，フィッシャー クラークおよびクズネ ッツの系譜に連なり ，

それに続く研究としてはわが副こおいても比較的早くから手掛げられており ，

その代表的たものとして篠原（１９５９），大川（１９６２）および山田（１９６３）があり
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６４）
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その後も篠原 ・馬場編（１９７３）および篠原（１９７６）などに引き継がれていくが
，

わが国におげるこの種の研究とくに早い時期のそれらは，わが国当時の発展段

階を反映化してか宮沢（１９６３）を除けばどちらかといえば工業化（とその内容）

により関心の度合が強い。サ ービス経済化に関心を集中した研究としては，以

下にあげる欧米の，いわぼクズネ ッツ以後の研究段階にはい った７０年代以後と

なる 。それらは上記篠原他編にある宮沢（１９７３）およひ江見（同）およぴ上記篠

原（１９７６）であるが，それらはいずれもサービス経済部門について部分的にも

しくは雇用動向面のみなとに限定して取り扱われている 。そうしたなかで上記

宮沢（１９６３）は物的生産とサ ーヒス活動についての（産業）連関構造を早い時期

に分析したものとして，また最近の馬場（１９８３）は上記クズネ ッツの研究方向

に沿う国際比較分析を行った成果としていずれも短編であるが出色である 。な

お篠原 ・馬場編（１９７３）には上記マハノレ プ（１９６２）の線に沿う村上 ・高島による

日本の情報産業についての分析がある 。

　クス不ヅソ以後の，それまでの経済 ・産業発展の構造分析からするサーヒス

経済化へのアプ ローチを引き継く研究方向のひとつとして，サ ーヒス 活動を対

象とした産業分類もしくは分類基準をとう設定するかという問題がある 。後に

改めて検討するようにサーヒス活動の基本的特性およびその多様性，多元性か

つ動態性が指摘される一方，包括的，一元的かつ静態的な考え方を基礎とし必

要ともする産業分類もしくは分類基準でそれを把握することは決して容易たこ

とで’はたし ・◎

　　　　　　　　　２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
　クズネ ッツの分類に対しフート＝ハット（１９５３）のそれはサービス部門の細

分化が企図され，その同じ研究方向に沿うもののなお同部門増大の機能面を分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
類基準として重視したカトウシアソ（１９７０）の例もある 。また最近では，先進

諸国経済が脱工業化段階として未成熟なそれにあり ，そこでのサ ービス部門の

うち，物的生産にみる効率化原則が必ずしも当嵌らない部門を盾報関連（４次）

として一括し，それをマクロ 径済部門の コスト負担部門として位置つげるカナ
　　　　　　　　　　　　　５）
シィ（１９８５）の分類提案もあり ，それをべ一スとした鈴木他（１９８５）の試算も

こうした一連の研究方向に類するものである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８６５）
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　サ ービス部門を産業分類とくに何らかの分類基準を適用して分析し把握しよ

うとする場合，その成否の鍵となるのはいうまでもなく分析目的との関連であ

る。 広げていえぽ，分析目的（基準）毎の分類があ ってもよい。少なくとも分

類という比較的硬直的た手続にはそのような柔軟（ソフト）な考え方を採ること

も必要であると考えられる 。近年わが国にあ っても行政目的との関連が深いも

の， 直接的な行政目的との関連は浅いが前記した文明論的視野（いわゆる
‘‘

ソフ

トノミクス ”）からアプ ローチしつつもそれとの接続を図ろうとするものなど ，

各々野心的な試みがいくつか実を結びつつある 。前者として公文他（１９８５），後

者として館（１９８３）および大蔵省（１９８５～）があげられ，その成果の成熟度向上

がこの産業分類（基準）との関連で望まれよう 。

　サ ーヒス経済化を産業分類もしくはその分類基準に適合させて分析するにし

ても ，それが分類学もしくは分類方法に留まる限りでは現象論としての域を大

きく踏み出すことは難しい。事前的な基準の論理的整理あるいは事後的な説明

諸要因の摘出に成功してもそうであろう 。分類現象学としての範囲を越えるに

は， 経済 ・産業の発展 メカニスムとサ ーヒス部門との相互関係が ：■ステムとし

て論理的に組み立てられ，統計的に検証される必要があろう 。なお云えほそれ

と平行してサービス経済部門そのものの発展メカニ ズムが相前後して解明さ

れ， その相互関係の組み立てに活用されてその精綴化が一層進むことを望み得

る。

　経済 ・産業構造の動因およびその構造変化のメカニ ズムについての解明を意

図した分析としてはチ ェネリー（１９６０）およびチ ェネリーその他（１９５８ ・’６８ ・’ ７１

・’７５ ・’８０）があり ，それ以前の工業化およびそれへのメカニ ズム諸分析とを合

わせいわ１ま集大成されたものがチ ェネリー（１９７９）である 。またその系譜につ

ながる最近の研究としてはシノレキソ（１９８４）がある 。このチ ェネリー他による

一連の研究は国際比較分析をその方法上の特徴としているが，発展途上国を含

めて各国の工業化に著者達の関心が集中しており ，サ ービス経済化については

付随的な位置を占めているにすぎない 。

（８６６）
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　（２）　フ ユッ クス以後から最近に至る研究動向

　サ ービス化（もしくは都市化）と工業化とを明確に区別 ・特定化し，後者を生

産性上昇の著しい部門，前者をその遅滞する部門として位置づけ，両者が不均

衡なまま成長するプクロ 経済モデ ノレ を考案したのがポーモノレ（１９６７）である
。

このボーモノレ ・モデルは，後述するサ ービス部門に体系的 ・包括的な経済分析

のメスを初めて入れたフユックス（１９６８）にその前提こそ異なるが，その論理

展開上同じ方法上の扱いとなる経過を経て取り入れられ，また最近の画期的な

サーヒス部門研究であるインマソ（１９８５）によっ てもより精密化されるなと大

活躍することになる 。もっともその過程では，サ ービス部門の成長に大きな役

割を演ずる消費需要が看過されているとするＣ ．ベノレ（１９６８）の批判，同様に実

質所得上昇が相対 コストの変化に与える影響が考慮されないとするリソチ ：レ

ドマソ（１９６８）の批判，都市におげる高生産性部門の評価が欠落しているとす

るウォーセスター（１９６８）の批判，賃金水準が高生産性部門から低部門へ伝播

するモデ ノレ構造の不適切さを指摘するバーチ ＝クレイマー（１９６８）の批判など

が多数寄せられ，その誕生の経過はフユックスの批判を含めてきわめて難産と

いえるものであ った（なおイソマソによるその応用分析については後述３を参照のこ

と）。

　分析対象としてサ ービス産業を主役に据え，実証的統計を駆使してそれには

じめて科学的 メスを入れ，その発展のメカニ ズムの包括的解明を図ったのはフ

ユックス（１９６５ ・’ ６８ ・’６９）である 。フユックスは米国経済を対象とし，そのサ

ーヒス雇用およひ産出高増大の趨勢，両者の把握を前提に生産性の部門別 ・主

要産業グノレープ別趨勢を労働の質 ・物的資本の特徴を踏えながら主として新古
　　　　　　　　　　　　　　６）
典派成長論に依拠して分析した。サ ーピス部門内部にみる生産性格差の実態を

主要業種を事例とし統計的検証を行うとともに，その時問当り稼得額（の産業

間・ 部門間格差）およぴ循環的変動を雇用 ・産出両面からアプ ローチし，サ ーヒ

ス活動の成長の原因およびその国民経済にとっ てもつ意味を体系づけた。フユ

ックスのこの研究は，全米経済研究所（Ｎ．Ｂ．Ｅ．Ｒ．）プ ロジ ニクトの一環として

行なわれたか，数多い同研究所プ ロ：■エクトの中でも ，ミヅチ ェノレおよひクス

　　　　　　　　　　　　　　　　（８６７）
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ネッツ以来の業績として高く評価されるとともに，サ ービス経済研究について

の関心を世界的た規模で高め，その後の研究水準の里程標ともた った。事実そ

の後のサービス経済研究は前述したポーモノレの演緯的モデ ノレ とこのフユックス

の統計実証的研究から出発しているとい っても過言ではない。とくに後者の方

帥こ沿うより精練された研究報告としてデニスソ（１９７３）および国際比較を計

ったＯ・Ｅ・Ｃ・Ｄ・の諸研究へと連な ってい った 。

　サービス経済研究の画期的業績とな ったこのフユックスの研究についても ，

その後の成果を踏まえてみれは問題点がないわげではない。そのなかで最も大

きな点は，サーヒス経済の投入面での把握が比較的容易であり正確さを期し易

いのに対し，産出面での把握が困難であり ，サーヒス産業の基本的性格と多様

性を考慮するとフユックスを含めてその従来からする評価方法が適切であ った

かとの反省が盛んにた った。産出面での把握が充全でなげれば，その生産性成

果への評価も変わってこざるを得ない 。

　１９８０年削後を境いとして後に検討するヒノレ（１９７７）をはじめスタソハック

　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
（１９７９）など，改めてサーヒス活動の本質は何かとする論議が盛んにな ったのも

その成果把握についての正確さを期そうとするねらいが込められているものと

解される 。

　一方，同様に８０年前後から顕著にた った先進諸国経済の成長鈍化と相倹って

その因とも目される構造変化のひとつとして雇用をはじめとしたサービス経済

化が同時並行的に進捗するのを観察して，比較的低生産部門とみたされてきた

後者が前者に直接影響を与えているのでは淀いかとする疑間が生じたとしても

目首げる 。と同時に，上記の産出面把握と生産性成果との不充分さに対しての

疑念を一層深めることにつたがったものとも判じ得よう 。

　こうした間題意識に立つサーヒス経済化についての分析は，マティソソ
（１９８０） ，　 レソゲレ（１９８０），　 フユックス（１９８１），　モミリアーノ＝ シミスカルコ

（１９８２）およぴテニソソ（１９８４）と続き，それらは非工業化（ｄｅ－ｍｄｕｓｔｒ・ａ１・ｚａｔ１ｏｎ）

への懸念とその真疑解き明かしに挑戦しており ，最近時ではピティ（１９８６）の

単著にまで纏められるに至っている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８６８）
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　経済成長鈍化とサーヒス経済化の関係について，上記の論者とほぼ見解を共
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
通にしていると目されるスタソバック他（１９８１）のそれを，フユックス以来の

到達点を加えて要約すれぱ，大凡そ以下のようにたろう 。

　スタソバック等は，データ ・べ 一スが充分整備されない段階でのサ ービス経

済研究は幾分「バズル解き」の趣旨があると指摘しながらも ，

　◎　製造業とサ ービス産業間の大きなかつ執鋤た生産性格差は伝統的た計測

方法に依拠している 。

　◎　雇用次元におけるサ ービス部門の重要性は所得もしくは産出次元のそれ

より増大している 。同じことだがサ ーピス雇用はサービス生産より急遠に成長

している 。

　　　結論とするまでに一は至らないが最近サ ービス部門の生産性は上昇してお

り， 製造業との格差は縮小している 。

　＠　対生産者サービスの成長は以前の諸研究が示したよりもはるかに重要と

する証拠がある 。

　◎　生産性の観測からすれば幾分奇妙だがサービス関連企業の規模は拡大し

ているとみたせる証拠がある 。

　＠　上記（１）に含まれるバズルとして，サ ービス部門の成長は，雇用成長が急

速な部門は生産性でも急速な成長を示すという経済法則に矛盾しているように

みえる 。

　¢　伝統的な考え方に反し，サ ービス部門のかたりの部分は居住空問として

ぱかりでたく輸出先導的か都市規模および都市化指標と鋭敏に関連している 。

またより急速な成長を示すサービスの立地地域は工業地帯以外の都市および地

域でみられる 。

　ゆ　事例研究の示すところでは，サービスは大組織 ・大規模経済にあ って基

本的な結合 ・統合および発展 ・調整機能を示す 。

　　　転換はまず製造業に生じており ，その総雇用が減少しているにも拘らず ，

種々の非生産的労働者を含むサービス型就業者の増加は長期的にも着実に増加

している 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８６９）
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　＠　民問部門で急速に成長しているサービス部門は，より新鋭の情報指向型

専門分野であり ，経済におげるサービスが優先的 ・支配的となる経過には経済

組織および仕事の性格で著しい変化を伴ってきた 。

　上記のスタソハックによる要約からすれは，サ ーヒス部門におげる生産性の

動向を示す（１），（２）および（３）の根拠は（４）以下で求められ，今後将来のあり方を占

う上でも充分参考足り得る内容ともみなし得よう 。

　１９８２年にな って，ペソシノレバ ニア大学ワートソスクール内に組織された「サ

ーヒス部門研究セソター（Ｆ１ｓｈｍａｎ－Ｄａｖ１ｄｓＯｎ　Ｃｅｎｔｅｒ　ｆｏｒ　ｔｈｅ　Ｓｔｕｄｙ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｓｅｒｖ．ｃｅ

Ｓｅｃｔｏｒ）」が主催した「サ ービス経済の将来について」の コソファレソスは，上

のスタソバックの提起したサ ービス経済研究についての「パズノレ」解きにあ っ

て， そのいわば切り口を開く役割を果し成果を上げたと評価し得る充実したそ

れであ った 。

　この分野の研究に多大な貝献のあ ったフユヅクスおよひボーモル両教授の出

席・ 報告を得て催された同会議の議事録は最近インマソ（１９８５）によっ て纏め

られている 。

　以下その内容（全ｗ部）を概観すると，Ｉ部は，世界経済におげるサ ービス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
の役割と題され，冒頭で，サマーズは国際比較データ ・べ一 刈こよる価格 ・所

得各弾力性をサービス部門別に計測（総じて所得上昇とサービス ・シ ェァ上昇との

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ０）関連は比較的薄いが，あるサーピス部門一医療，住宅および一般サービスなど一では高

い）し，次いでサクソソハウスが目本の，レブソソが米国の各サ ービス経済を分

析し，則者は流通機構にみるその特殊性，後者は資本集約度の上昇によるサ ー

ヒス生産性向上の余地大と既存 ・先端各産業のそれへの対応の必要性，政府を

含めてそれ（サービスの成長に逆行したい）が成長政策としてもつ意味そして効

果の大きさを説いている 。これらを受げて第１部（サーピス生産性，貿易および

市場構造）では，ケソドリヅクが，全要素投入生産性の手法に依拠し，ボーモ

ノレ とともにその成果（ｏｕｔｐｕｔ）の評価に問題を残すとしつつも ，これまでとくに

近年にあ ってはサ ーヒス部門の生産性上昇が（米国）全体のそれを高める方向

　　　　　　　　　　　　　　　　（８７０）
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にあり ，今後についてもある程度楽観できるとし，先のスタソバックの見解を

計測上でも裏付けている 。対外関係に占めるサ ービスの役割増大を商品貿易関

連のみではなく資本 ・投資サ ービス（収益を含む）を含めて計測し，とくに後者

の比重上昇をクレイピスが説き，それを視野に入れてスタノレソソはサ ービス貿

易（自由化）政策に横たわる（ＧＡＴＴ交渉等にみる）困難性（杜会的 ・文化的障壁

を含む）とその克服の方途（多角的一般協定に先立ち相手国隈定もしくはサービス部

　　　　　　　　　　　　　　１１）
門別協定を優先）を提言している 。またホルムストルムは，市場構造としてサ ー

ピス供給にともなう特殊性（情報の不完全性 ・非対称性）とそれへの需要老側か

らの，また公共としての対応（継続的取引，評判，揚格，保証）の在り方を，需要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
側の享受する質的程度と関連づげて分析している 。

　第皿都は，サービス個別部門とくに金融，医療および政府都門について，そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
の競争と均衡あるいは成果についての合理的評価基準が論じられている 。

　最後の１Ｖ部では，ポーモノレ とフユックスによりサ ービス部門の生産性政策お

よび研究方向が論じられているが，その内容についてはイソマソ序文と合わせ

稿を改めて以下の章で論じたい 。

　以上駆け足でその内容を概観したが同書はその必要が説かれてきたが，フユ

ックス（１９６８）以後はかばかしい前進を示し得なか ったサ ービス経済の研究水

準を一気に高めた成果であると評されようし，フユッ クスの研究がそうであ っ

たように，今後この分野での研究の出発点は大たり小たりこの書での諸成果

（各論文毎に付け加えられた コメソトを合めて）からとみなして差支えない。それと

いうのも，国際比較統計整備を含めて，関連諸研究が一方で進捗していたこと ・

上で紹介してきたように当分野にあ っても地道た研究努力が持続的に継続して

きたこと ，サ ービス部門におげる研究分野 ・研究課題に即した研究グループも

しくは団体（セソターなど）が各所で設立されたことなどがそれに大きく与 った

ものと思われる 。

　最近のサーピス活動の研究動向で最後に見逃せないのは，それにシステム解

析的なアプ ローチ方法を採る ，もしくはシステム ・そデ ノレを構築しようと目指
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
すスタソバック他（１９８１）およびガーシ ュニィ 他（１９８３）などの試みである 。そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７１）
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の内容については後述することとしてここでは研究系譜的な位置づげをとくに

ガーシ ュニィ 他について以下に行つておこう 。

　すでにみた米国におげるサ ービス経済研究が，どちらかといえぱサービス活

動と市場経済（国民所得関連諸統計をべ一スとした）との関係が強く意識され，そ
　　　　　　　　　　　　１５）
れを中心視点に据えた分析が進められているのに対し，欧州でのとくにガシ ュ

ニィ 達のそれはサ ービス 活動の本質的特性としての非市場経済分野とくに消費
　　　　　　　　　　　　　　　　

１６）

行動におげるセルフ ・サ ーヒス機能が重視される 。

　なお，消費行動におげるセルス ・サ ーヒス機能については，Ｅｕｒｏｐｅｅｍｅ

ＡＳＥＰＥＬＴにおげるスコルカ（１９７６）の先駆的業績があり ，後述のヒノレ（１９７７）

でもそれが強く意識されてのサ ービス概念の再吟味であるが，ガーシニィの場

合には，サ ーピス活動が産業（ｍｄｕｓｔｒ１ｅｓ） ，製品（ｐｒｏｄｕｃｔｓ） ，職業（ｏｃｃｕｐａｔ１ｏｎｓ）

および機能（ｆｕｎｃｔ１ｏｎｓ）の４つの概念から再設定され，それぞれの概念範駒こ

おげるサ ービス構成要因を取り出し，それらを投入 ・産出分析等で接続してい

く方法がとられている 。ヵ一ノ ユニィ 達のサーヒス ・モテルは未だ完成途上に

あるが，サ ービス活動（それも市場経済で）のみを対象とした従来の研究枠組み ，

とくに産業分類でのみそれを捕捉しようとするや 二硬直的なフレームに対し ，

それを解きほぐし，その本来的機能を改めて取り込むという着想は今後の完成

を待たねはならないとしてもその成果を充分予知させるものであろう 。

　ところで上のガーシ ュニィの研究例のようにサ ービス活動に照準を合わせつ

つも，それを経済杜会構成要因，ここでは消費行動に絞られていたが，他に企

業， 政府，貿易などに拡張して両者の相互関係がトータル ・システムとして考

慮されてくると ，当初よりトータノレなンステム把握を目途とするストーソ，ラ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
クノレス夫妻およぴシャスターなとにみる杜会会計 システムとの関係如何という

研究 ・分析系譜上の新たな問題が生じてくる 。現在の段階でそれに敢えて速断

すれば両者すなわちサービス活動固有の研究対象から出発してそれを経済杜会

構成に広げていく研究方向とトータノレな杜会会計 ンステムの枠組みにおげる杜

会経済厚生としてのサーヒス活動の研究方向とは，研究途上にあ って両者は補

完的関係に立ち，完結のあかつきでは両者は一体化していく方向をたどるので

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７２）
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はなかろうか 。

　なお以上の文献上におげる予備的紹介を前提にして，以下ではここで言及し

たいくつかの論点に絞り ，ややトピ ックス的にはたるが，若干それぞれの内容

に立ち入っての紹介 ・検討を行っておきたい 。

　それらとしてまずサ ービス活動についての計測事例を２つ取り上げることと

する 。そのうちのひとつはペティ ，フィッシャー クラークおよびクズネ ッツ

に沿う部門構造分析としての視点に立ち，筆者もその計測に加わ った前記カナ

ンィ（１９８５）によるサ ーヒス都門の今目的課題 ・問題意識を含んだ再分類とそ

れによる計測結果とくに目本の国際的位置つげを行った作業である 。計測事例

の２つ目としては，ボーモル（１９６７）の生産性優位（製造工業）と劣位（サーピ

ス部門）との２部門分割によるマクロ 均衡モデ ノレをもととしたフユックス仮説

（サービス拡大要因）の，主としてイソマソ（１９８５）による検証手続きとそこに付

随する問題点について検討を行ってみたい 。

　つぎにその間題点の大きなひとつであるサーヒス活動の成果をとう評価する

かという理論上 ・概念上の研究課題を，若干の学説史的背景にもさかのほりつ

つ， サーヒス 活動の本質的特徴とくにヒル（１９７７）の再定義を中心に，その計

測性との関連を論 ’じておきたい 。

　おわりに，これまでの対象固定的（市場経済）分析枠組みを越えて・杜会経

済的観点もしくは構造 ・機能面を重視し，そのシステム ・モテ ノレヘの構築を目

指す２つの研究事例（スタソハヅクおよびカーンユニィ）を取り上げ，その内容に

ついての検討を通じて，それらが今後のサーピス活動研究にとっ てもつ意味に

ついて検討を進めることとしたい 。

　　 １）以下のグノレーピソグ名は，系譜的た整理という観点から名つげたとりあえずの

　　　名称であり ，そうした学派もしくは立場がそれぞれもとの著者達から評明されて

　　　いる例は稀である。また本文中で以下述へるように，系譜的分類とはい ってもそ

　　　れぞれの分析は各分類内にすっぽり収まるとは隈らず，分類間で重複した展開も

　　　あるし，いわぱそれらを総合した見地からする成果の上に立つ分析も多い。した

　　　がってここでの分類基準はあくまで，それら分析諸成果における大筋の共通項も

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７３）
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　　　しくは性格 ・特徴からするそれである 。

　２）　 クズネ ッツの産業分類はＡ（農林狩漁各業）部門，Ｉ（鉱 ・採石，製造，建設 ，

　　電気 ・ガス ・水道，運輸 ・通信）部門に対し，Ｓ（商業，銀行 ・保険，不動産 ，

　　住宅，行政 ・国防，その他サービス）部門である 。

　３）　 フート＝ハットの細分化は３次産業を¢家事的対個人サ ービスとして第３次
　　（ｔｅｒｔｉａｒｙ），　分業 ・効率化を促進する性質 ・機能をもつ第４次（ｑｕａｔｅｍａｒｙ； 運

　　輸，商業，通信，金融，行政など），　第５次（ｑｕｉ蝸ｒｙ）として人問能力を洗

　　練 ・拡充する産業活動（医療，教育，研究調査 ・開発，芸術およびリクリユーシ

　　　ョソ など）としている 。

　４）　 カトウジアソの分類は¢テカゴリーＩ（Ｎｅｗ　ｓｅｒｖｉｃｅｓ） ：その消費が製造品（と

　　　くに耐久消費財）の大量消費以前には未発達であ った（教育，医療，娯楽など ，

　　　同Ｉ（Ｃｏｍｐｌｅｍｅｎｔａｒｙ　ｓｅｒｖ１ｃｅｓ）　製造業と並行的で補完的である（金融，運

　　輸，卸 ・小売，および＠同皿（０１ｄ　ｓｅｒｖｉｃｅｓ） ：工業化以前では盛んであ ったが以

　　後重要性 ・貢献度で持続的に低下しつつある（家事的サービス）である 。

　５）詳細は本稿２参照 。

　６）　なお，サーヒス部門の雇用面については同じＮＢＥＲのプ ロソ ヱクトになるス

　　 ティグラー（１９５６）の先駆的研究がある 。スティグラーの場合，後述するように ，

　　 このフユックスの研究で比較的軽視された，生産者サーピス部門の比重増大を早

　　い時期から主張していたという特徴がある 。

　７）　なお，その生産性成果把握との関連は薄いが，サ ーヒス活動についての本質的

　　特性を論じた目本での好著として田中 ・野村（１９８３）がある
。

　８）　スタソバ ックの研究（１９７９ ・’８１）は，コロソピア大学内に組織された著名な杜

　　会学者ギソズバーク（Ｅ１ｉ　Ｇｉｎｚｂｅｒｇ）教授を長とするｒ人的資源保全プ ロジ ェク

　　 ト（Ｃｏｎｓｅｒｖａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｈｕｍａｎ　Ｒｅｓｏｕｒｃｅｓ　Ｐｒｏｊｅｃｔ）」の一環として行なわれた
。

　９）実質へ一スで比較可能となるよう整備された部門所得統計（したがって価格指

　　数データを合む）の国際データ ・べ一ス（国連を中心に纏られた）で，その全容は

　　作業の責に当 ったクレイビス 他（１９７５ ・’７８ａ＆ｂ ・’８２）およびサマーズ他（１９８０ ・

　　 ’８４）で報告されている 。また，クレイピス 他（１９８３）では，このサマーズの続編

　　となるサーピス部門の所得 ・価格各弾力性の時系列変化が計測されている 。

　１０）住居，医療，交通 ・通信，リクリエーショソ ・教育および政席部門を除くその

　　他のサービス 。

　１１）　なお，国際的視野からサ ービス経済を分析した先駆的な研究成果としてはシ ェ

　　ルプ（１９８１）がある 。

１２）清報の非対称性を直接「市場の失敗」に結びつける前に，その対抗手段として ，

　　まず需要者側の対応（公共部門のそれに先立つ，しかしその場合需要者側に何ら

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７４）
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　かの コスト負担が前提にたるが，それにめげずに）を考えるところが興味深い 。

１３）サ ービス 活動における成果（ｏｕｔＰｕｔ）についての評価は，その多様な構成から

　個別部門を対象とする研究（とくにその質と量との問題あるいは数量と価格との

　識別の間題として）が不可欠であるか，イソマソ編同書とくにそのイソマソ自身

　による卓越した序文には，ここであげた同書の分析以外にも ，こうした方向に沿

　　う研究事例が最近数を多くしてきていることが報告されている 。

１４）　ガーシ
ュニィ 達のサービス経済研究もまた上にみた諸例（主として米国）と同

　じように研究組織体制が組まれ，そこでの組織的 ・総合的な研究単位の一環とし

　て進められており ，その組織とは英国サセックス大学のｒ政策科学研究単位

　（Ｔｈｅ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　Ｐｏ１ｉｃｙ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｕｎｉｔ）」である 。たお同Ｕｎｉｔに属する研究グ

　ループとして，この外著名なものにフリーマソ（Ｃｈｒｉｓｔｏｐｈｅｒ　Ｆｒｅｅｍａｎ）が主宰

　するｒ長期波動と技術革新（先端技術研究を含む）およびそれらの経済発展に与

　える影響」についての研究グノレープがある 。

１５）　サービスのシステム分析としてはたとえぱ後述するスタソバック（１９８１）など 。

　なおスタソバックでは未だ概念設計段階に留まっ ている 。

１６）　
セノレフ ・サービス機能については前述したトフラー（１９８０）の指摘が想起され ，

　文明（史）論的アプ ローチとシステム分析の研究方向が軌をひとつに収敏していく

　例として興味深い 。

１７）　 この稿では，分析対象をサービス経済論に絞り込んで研究系譜をたどっ てい っ

　　たため，その源をケイソズおよびクズネ ッツに発する衆知のｒ杜会会計 システム

　　モデル（Ｓｏｃｉａ１Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ）」の研究内容およびそこでのサービス 活動

　　の取り扱いは意識的に回避されている 。他目の別稿に期したい。たお，Ｓ　Ａ　Ｓの

　　研究成果については，Ｒ．ストーソ（１９８６）の論文末尾にその詳細なリストが掲

　　載されている 。

２． サービス活動の計測 ２つの事例

　（１）部門構造分析による計測

　◎　サ ービス部門の細分類（４次ｒ情報」都門）

　カナシィ（１９８５）は，過去１００年問にみられた第１次から第２次産業への移

行期と同じように今後２１世紀へかげて生じつつあるサ ーヒス経済化への変革が

必ずしも円滑裡には進行したいとし，経済の不効率が主として部門構造の調整

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７５）
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問題に帰せられ，それが世界経済に

多犬な不安定をもたらす根源とな っ

表１　実質ＧＮＰに占める

　　部門別 ！エ ア（米国）

　　　　　（単位；劣，１９７２年価格）

ているとし，先進国経済が脱工業化　べ １９４７
　１９６９　１９７９　１９８２

とはい ってもそれが未成熟た変換期

に留まっ ており ，一連の症侯群とな

って現われていると診断する 。

　というのも，過去の先進国経済お

よび現在の発展途上国経済におげる

第一次　　７．９　４．７　４．１　４．５

第二次　２９，３　３０，６　２９，１　２６ ．１

第三次　２４，１　２２，３　２３，４　２２．４

第四次　３９，２　４１，７　４３，５　４６ ．９

資料 ；米国商務省ｒＴｈｅ　Ｎａｔｉｏｎａ１Ｉｎｃｏ加ｅ　ａｎｄ　Ｐｒｏ
．

　　ｄｕｃｔ　Ａｃｃｏｍｔｓ　ｏｆｔｈｅＵ．Ｓ
．，

ユ９２６－１９８２」によ

　　るＫｅｎｅｓｓｅｙ（１９８５）からの転載
。

発展の構造は農鉱業を中心とする自然的資源の抽出（ｅＸｔｒａＣｔ１Ｏｎ）とそれを原材

料とする製造加工（Ｐｒｏｃｅｓｓｍｇ）が中心かつ成長の鍵を握る部門と認識されてき

たし・サ ービス業を中心とする第３次産業は主としてそれらの配送（ｄｅ１ｉｖｅｒｙ）

部門に相当すると理解されてきた。これに対し，近年のサ ービス部門の拡大は ，

それらとも密接に関連する知識 ・決定についての計測 ・記録 ・蓄積および伝播

の役割を荷う活動分野すなわち総じては情報（ｍｆｏｍａｔ・ｏｎ）活動（第４次部門と
　ユ）

する）が主である 。かつ他部門と同様にこの「情報」部門にあ っても分業化 ・

専業化が一層進展するに至った（第２次大戦以後におけるこのｒ情報すなわち第４

次部門」の米国実質ＧＮＰに占めるシ ヱアは別表に示された通りである）。

　カナシィはクズネ ッツおよびフユックスに依拠しつつ第４次部門が１人当り

産出水準で相対的に低位にあると位置つげ大略以下のような議論を展開する
。

　同部門を計測する統計システムが未整備であること ，また未整備に留まらざ

るを得ないことがその不効率化につながると同時にそれをもたらしている根源

である 。とくにサーヒスの「産出」を計測するに当 っては，定義上 ・概念上 ・

方法上の問題があり ，それは実際には生産に要した コスト（中問生産物として

の）たのに産出（もしくは最終財 ・サ ービス）として扱われているという生産の領

域（ｂｏｕｎｄａｒｙｏｆｐｒｏｄｕｃｔ１ｏｎ）間題についての駿昧さからきている 。すなわち都

市・ 企業および他の経済単位（とくに政府）が大規模化 ・複雑化することにとも

たう支出の増大は資源の追加的使用を余儀なくさせ，大観模杜会の維持 コスト

とみなさなけれぱならないものを支出し，それをすなわち産出と理解している 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７６）
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　またこの第４次都門に所属する組織の多くは非営利団体であり ，そこでは私

的民間部門であ っても効率化を厳しい行動基準とはしていないか，営利団体で

あっ ても ，金融，保険および不動産，その他のように近代杜会の「円滑な」運

営を計るための管理的機能を担当し，それらは主としてｒ情報＝（半）公共財」

を中心として業務が運営されている 。これらの部門は財生産と比較し，その資

源配分を効率化原則のみに依拠するわけにはいかない。これらの部門のその他

の部門に比しての不均等な拡大 ・肥大化は，市場機構におげる資源配分を「成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
長均衡」に対し「誤均衡（ｍｉｓｅｑｕｉ１ｉｂｒｉｕｍ）」をもたらし兼ねない（少たくとも

「成長均衡」的資源配分をめざす国との物的生産力すなわち国際競争力は劣位化せざるを

得たい）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
　カナシィはこうした仮説の理論的根拠を ，

　１　レオソチ ェフ ：スラ ヅファ 多部門体剰こよる基本財と非基本財との区別

から出発するバシネ ッティの技術的体剰こ依拠しない性格をもつ部門（価格体

系の標準尺度財との連関が切れる）の存在についての指摘 ，

　ｉｉ完全に効率的た資源配分をもたらすとされる競争均衡の存在を証明する

新古典学派といえど，それが効率的な資本ストヅクに結ぴつかないとし，前者

は後者を必ずしも必要条件としたいことを認めている（これは，４部門問の最適

均衡達成を限定してしまう） ，

　ｉｉｉ分業化 ・専門化にともたうコストの存在と則老の近年における一層の進
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
展にともなう後者の増大化を指摘する制度学派達の主張（たとえぱ，垂直的統合

をはかる企業は市場の内部組織化を計り ，これが他部門の４次化を進めるし，また高度

組立製品の修理サービスなど，生産プ ロセスが多段階になれぽなるほど最終消費者と距

離も遠くなり ，いずれも高 コスト化に連なる） ，

なとに求め，先進国経済が未成熟な脱工業化段階にあること ，それが理論上 ・

計測上サーヒス経済の把握を困難にしていると同時に，その面での研究進展が

サービス化経済の健全な運営にとっ て不可欠であることを強張している 。

　◎　目本の３次 ・４次部門国内生産額の推移と国際的位置

　以上にみたカナンィ（１９８５）の提案は，その間題意識については現代的 ・今

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７７）
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目的であり ，その求める論拠については普遍的 ・理論的であるが，その方法

上・ 計測上は（産業）部門構造論的視野に立つもので，ペティ＝ フィッシャー＝

クラークおよびクズネ ッツにより試みられた伝統的なそれである 。またそれが

産業分類としての基準に立つ限り ，包括的かつ一義的であり ，すでに文献展望

でみたようなサーヒス経済について多くの間題点を踏えたものではない（たと

えぱ１人当り成果水準，生産額の評価あるいは各産業毎の技術革新にみる特徴からして

の分類基準など）。

　しかし，物的生産プ ロセス（第１次および第２次）およびそれと直接関連した

配送部門（第３次）を除き，それ以外のサービス部門（第４次）を情報関連とし

て一括すること，その情報関連部門が一国の物的生産活動にとっ て， 問接部門

としてのあるいは杜会的変化およびそれを支えるコスト部門であり ，その多寡

が物的生産活動体系の効率 ・不効率の基準 ・目安とな っているという考え方は

単純ではあるがそれだけに計測に便利であること，国際分業 ・国際競争力（あ

くまで物的なそれ）の問題と結びつげ易いという利点がある 。

　こうした観点から，日本の各部門の国内生産額（名目値）の比率推移を求め ，

先進各国におげるそれらと比較してみると別表のようにたる 。

　まず目本についての近年２０年問の特徴を概観すると ，前半１０年問（昭和３５～

４５年）は，第２次部門は高水準の比率が緯持され，それとほぼ見合って第３次

部門も高い比率に上昇し，それがそのまま継続することによっ て両者（２次と

３次）とが密接な関係にあることが明らかである 。一方後半１０年問（昭和４５～５５

年）は第２次部門の低下にも拘らず第３次部門は上昇（とくに商業 ・運輸たど）し ，

後述する目本の流通機構におげる複雑さの一端を垣間見せている。これらに対

し第４次部門は２０年問一貫してその比率を上昇させ，最大の変動幅を示しなお

最近１０年問ではその勢いを一層強めている（なかでもｒその他サービス」のそれが

著しい）、 カナシィ 流にいえば目本の杜会的変化と密接に関連したサービス ・

コストは近年急速に増大していることになる 。

　こうした目本の推移を他の先進諸国と比較すると目本はどのように位置つげ

られるであろうか 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７８）



　　　サーヒス経済論の系譜的展望（鈴木）

表２　部門別国内生産額（名目値）の推移（目本）

１２９

（単位；％）

部門
年次 １９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９８０

１９６１－７０ １９７１－８０

／１９６０ ／１９７０

第１次（農林水産鉱業） ９． ２ ７． ４
５．

Ｏ ４． ５
３．

４ ８． ６ ８．
８

第２次（製造工業 ・建設業） ５９ ．７ ５８ ．１ ５９ ．７ ５４ ．５ ５３ ．１ １５ ．５ １１ ．８

第３次小計 １２ ．５ １４ ．３ １４ ．３ １５ ．１ １７ ．８ １７ ．１ １５ ．６

（電気 ・ガス ・水道等） １． ７ １． ９ １． ６ ２． Ｏ ２． ７

（卸売 ・小売業）
６． ７ ８． １ ８． ８ ９． ２ ９． ３

（交通 ・運輸 ・倉庫） ４． Ｏ ４． ３ ３．
８

３．
９

５．

８

第４次小計
］８ ．６ ２０ ．２ ２１ ．Ｏ ２５ ．９ ２５ ．７ １６ ．９ １５ ．４

（金融 ・保険 ・不動産） ４， ９ ６． ３ ６． ７ ８． ２ ７． ６
（１７ ．４） （１６ ．３）

（通　　信　　業）
０． ７ ０． ８ ０． ８ Ｏ． ８ Ｏ． ９

（公務サ ーピス）
２． １ １．

８ １． ４ ２． ８ ２． ４

（その他サービス）
７． ４ ９． １ ９． １ １１ ．４ １２ ．８

（仮　設　部　門）
３． ４ ２． ２ ３． Ｏ ２． ８ ２． ０

合計
１００ ．Ｏ １００．０ １００ ．０ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １５ ．５ １３ ．１

（３　＋　　４　次） （３１ ．１ ３４．５ ３５ ．３ ４１ ．Ｏ ４３ ．５）

　（資料）総務庁統計局 ・各省庁「昭和３５ ・４０ ・４５ ・５０ ・５５各年産業連関表』

　（注）伸び率の括弧内数値は仮設部門を除く。

　共通な数値べ 一スで比較可能とするため，国内生産額についてほぼ似通 った

推計方法を行う各国（合計１１ヵ国）産業連関表を用いて，各々の１ ・２ ・３および

４次各部門（観測時点をさかのぼっては１ ・２ ・３次各部門のみの国もある）を求める

と大略以下のように特徴づげることができる（表３（１）～（１悦参照）。

　まず総じて，クラークおよぴクス子ツソが指摘したように，先進諸国間にお

げる生産部門の構造およびその変化の方向は，近年に至ってもなおきわめて似

通っ た傾向にある 。が同時にまた以下のような基準でグループ分げすることも

可能である 。

　Ａグノレープ；第２次部門の比率がすでに第３次および第４次部門の合計比率

　　を下回 っている（米国，フラソス，ノルゥヱイ ，スウヱーテソ，テソマークおよ

　　びカナダ）。 これらの国は４次部門で高い比率を示し，最近年ではいずれも

　　ほぼ３０劣以上を示している 。

　Ｂグループ；第２次部門がなお高い比率（３＋４次よりも）を示しているが ，

　　３＋４次もほぼそれに拮抗してきている（英国，西ドィッ ，オラソダ，イタリ

　　 ーおよびスベイソ。なお目本もこのグループにはいる）。 これらの国の４次部門

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７９）
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比率はほぼ一３０％以下となる
。

Ｃグノレーブ；３つのグノレープがあり ，そのうちひとつは第１次部門がなお

１０劣以上かそれに近い筒率を占めている（フラソスおよぴスベイソ），２次と

　３＋４次が２０劣前後以上の開差（前者が後者を上回る）を示す（イタリー） ，

表３　国内生産額（名目値）の部門別比率（国際比較）
（単位；％）

年次

第１次（農林水産鉱業）
第２次（製造工業 ・建設業）

第３次小計
　　（電気・ガス ・水道等）

　　（第売 ・小売業）

　　（交通 ・運輸 ・倉庫）

第４次小計
　　（金融・保険 ・不動産）

　　（通　　信　　業）

　　（公務サ ービス）

　　（その他サーピス）

　　（仮　設　部　門）

合計（３ 十　　４ 次）

　（ユ）Ｕ．Ｓ．Ａ

１９５８　　　　１９６３　　　　１９６７　　　　１９７２　　　　１９７７
１９５９－６７　１９６８－７７　１９５９－７７

　／１９５８　１１９６７　／１９５８

８， ０

４８，９

１６ ．９

２， ３

１０．７

３，
８

２６ ，２

１０．０

１．
０

５．
４

９． ２

０． ６

６， ８

４９ ，２

１６ ．６

２， ６

１０．６

３， ４

２７，４

１０．３

１．

２

６．
０

９． ３

０．
６

５， ８

４８，４

１６ ．７

２， ５

１０．７

３， ５

２９ ，１

１０．６

１． ３

６， ５

１０．２

０． ６

５，
４

４５ ，３

１６ ．２

２， ８

１０．３

３， ６

３３，１

１２．０

１． ５

６，
９

１２．９

０． ０

５， ４

４５，０

１７．４

３， ３

１０．５

３， ５

３２，３

１１ ．１

１． ４

６， １

１３．３

０． ２

２． ５　　　　８．３　　　　５．５

６． ０　　　　８．４　　　　７．３

６． ０　　　９．６　　　７．９

７， ４　　１０．５　　　９．Ｏ

１００．Ｏ

（４３ ．１

１００．０　　１００．０　　１００．０　　１００．０　　　６．２　　　９．２　　　７，７

４４，０　４５，８　４９，３　４９．７）

（資料）Ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｃｏｍ１ｍｅｒｃｅ，Ｂ　ｒｅａｕ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍｃ　Ａｎａ１ｙｓ１ｓ　ｒＩｎｐｕｔ－Ｏｕｔｐｕｔ　Ｔａｂ１ｅｓ」ｍ　Ｓ岨ｖｅｙ

ｏｆ　Ｃｕｒｒｅｎｔ　Ｂｕｓｍｅｓｓ

国・ 年次 （２）Ｕ．Ｋ
．

（３）ＷｅｓｔＧｅｒｍａｎｙ

部門
１９５４ １９６３ １９７０ １９７５ １９５９ １９６５ １９７０ １９７５

第 １ 次 ７． ７ ５．
９ ３． ５ ４． ０

８． ０
６． ４ ５． ３ ５． ０

第 ２ 次 ５４．８ ５３ ．３ ５３ ．０ ４９ ．１ ５８．３ ５８．６ ５７．７ ５３．２

第 ３ 次 一
１９ ．２ １６ ．Ｏ １６ ．３

一 一
１３ ．６ １２．８

第 ４ 次 一
２１ ．６ ２７．５ ３０．６

一 一
２３．４ ２８．９

３ 十　４ 次 ３７．５ ４０．８ ４３ ．５ ４６ ．９ ３３ ．７ ３５．０ ３７．Ｏ ４１ ．７

合 計
ｌ１・ぴ・

１００．Ｏ １００．０ １００．Ｏ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

（資料）Ｕ　Ｋ ，に〕Ｃｅｎｔｒａ１Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｃａ１Ｏ節ｃｅ　ｒＩｎｐｕトＯｕｔｐｕｔ　Ｔａｂｌｅｓ　ｆｏｒ１９５４ ・１９６３」

　　　　　　（２）ＵＮＥｃｏｍｍ１ｃＣｏｍｍｌｓｓ１ｏ■ｆｏｒＥ岨ｏｐｅ（ＣｏｎｆｅｒｅｎｃｅｏｆＥｕｒｏｐｅ肋Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｃａｎｓ

　　　　　　「Ｓｔ舳ｄａｒｄｌｚｅｄ－ｈＰｕｔ－Ｏｕｔｐ１ユｔ　Ｔａｂｌｅｓ　ｏｆ　ＥＣＥ　 Ｃｏｕ口ｔｒ１ｅｓ　ｆｏｒ　ｙｅａｒｓ　ａｒｏｕｎｄ１９７０如ｄ

　　　　　　１９７５」 ．

　　　Ｗｅｓｔ　Ｇｅｍａ町，Ｕ　Ｎ　Ｅｃｏｏｏｍｌｃ　Ｃｏ伽血１ｓｓｍ　ｆｏｒ　Ｅｕｒｏｐｅ（Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ　ｏｆ　Ｅｕｒｏｐｅ舳Ｓｔａｔ１ｓ
－

　　　　　　ｔ１ｃ１ａｎｓ）「Ｓｔａ■ｄａ－ｒｄ１ｚｅｄ　ｈｐｕｔ＿Ｏｕｔｐｕｔ　Ｔａｂｌｅｓ 　ｏｆ　ＥＣＥ　Ｃｏｕｎｔｒ１ｅｓ　 ｆｏｒ　ｙｅａｒｓ　ａｒ０１ｍｄ

　　　　　　１９５９．　１９６５．　１９７０　ａｎｄ　ユ９７５」

（８８０）
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および第２次と３＋４次の開差がほとんどなくなお第１次部門が相対的に

高い比率を示す国（ノルゥェイ ，ヵナダおよびデソマーク）である 。

表３（つづき）国内生産額（名目値）の部門別比率（国際比較）
（単位；％）

第　１　次

第　２　次
第　３　次

第　４　次

３＋４次
合 計

第　１　次

第２　次
第　３　次

第　４　次

３＋４次
合 計

第　１　次
第　２　次

第　３　次
第　４　次

３＋４次

合　　計

第　１　次

第　２　次
第　３　次
窮　４　次

３＋４次

合　　計

（４）　Ｆｒａｎｃｅ

１９５９　　　　１９６５　　　　１９７０　　　　１９７５

（５）　Ｉｔａ１ｙ

１９５９　　　　１９６５　　　　１９７０　　　　１９７５

１０ ．７

５５ １３

３４ ．Ｏ

１１ ，７

５２，５

３５ ．８

１４，８

４４，５

１４，９

２５ ，８

４０ ．７

１３ ，５

４２，０

１５ ，６

２８，９

４４ ．５

１２ ，７

５３ ，１

３４ ．２

ユ１ ，１

５０ ，９

３７ ．９

６，
８

５５ ，１

１４ ，５

２３ ，６

３８．１

５，
４

５６ ，０

１３ ，８

２４ ，７

３８ ．５

１００ ．０ １００．０　　１００．０　　１００．０　　　　　　　１００．０　　１００．０　　１００．０　　１００．０

（６）ＮｅｔｈｅｒＩａｎｄｓ

１９５９　　　　１９６５　　　　１９７０　　　　ユ９７５

（７）Ｎｏｒｗａｙ

１９５９　　　　１９６５　　　　１９７０　　　　１９７５

９， ７

５５ ，１

３５ ．１

８，
５

５５ ，４

３６ ．１

６，
４

５１ ，１

１６ ，８

２５ ，８

４２．６

５，

３

４８ ，８

１６ ，８

２９ ，２

４６ ．Ｏ

９， ４

４５ ，４

４５ ．２

８， ２

４３ ，６

４８ ．３

６， ４

４２，８

２２，９

２７，９

５０ ．８

６，
７

４４ ，５

１９ ，８

２９ ，０

４８．８

１００．Ｏ １００．０　　１００．０　　１００．０　　　　　　　１００．０　　１００．０　　１００．０　　１００．０

（８）　Ｓｗｅｄｅｎ

１９６４　　　　１９６９　　　１９７５

（ｇ）Ｄｅｎｍａｒｋ　　　　　　　虹Ｏ）Ｃａｎａｄａ

１９６６　　　　１９７０　　　　１９７５　　　　ユ９６５　　　　１９７１　　　　１９７５

６， ３

５１ ，１

４２．６

４， ５

４６ ，５

１４ ，１

３４，９

４９ ．０

４， ６

４６ ，２

１３ ，３

３５ ，９

４９ ．２

８， ８

４５ ，２

４６ ．Ｏ

６， ６

４１ ，１

１７，６

３４，８

５２．４

６， ３

３８，４

１７，３

３８，０

５５ ．３

７， ７

４４ ，９

４７．３

６， ３

３７，９

１５ ，２

４０，６

５５ ．８

７， ８

３８ ，１

１６ ，１

３８，０

５４ ．１

１００．０　　１００．０　　１００．０　　１００．０　　１００．０　　１００．０　　１００．０　　１００．０　　１００．０

但ＤＳｐａｉｎ

１９６２　　　　１９６６　　　　１９７５

１８，６

４６ ，１

３５ ．３

１７，０

４９ ，１

３３ ．９

１０，４

５３ ，０

１４，７

２１ ，９

３６．６

ユ００ ．０　　　１００．０　　　１００．Ｏ

（資料）Ｆｒａｎｃｅ，Ｉｔａｌｙ ，Ｎｅｔｈｅｒｌａｎｄｓ ，Ｎｏｒｗａｙ
，

　Ｓｗｅｄｅｎ，Ｄｅｎｍａｒｋ，Ｃａｎａｄａ およびＳｐａｉｎ

　は，Ｗｅｓｔ　Ｇｅｍａｎｙと同じ 。

（８８１）
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　以上のＡ，ＢおよびＣ各グループのうち，ＡとＢはサービス部門（３＋４次

合計）の発展で肯定（プラス）的要素を含み，Ｃは逆に否定（マイナス）的要素を

含むとすれば，Ａ＋Ｂ－Ｃによっ てサ ービス経済（工業国としての要素を強く有

しながら）の進展を典型的に示す国を得ることができ，その比率（３＋４次）の

高い順に，米国一スウェーデソー英国一オラソダー西ドイッと配列できる 。こ

の順序は同時に４次部門の高い順（米国とスゥェーデソは入れ替るが）を示し，か

つ同時に第２次部門の低い順から高い順序（英国とオラソダは入れ替るが）によ

る配列となる 。なおここにみた若干の入れ替えは比率水準が隣り合わせの国で

しか生じないということに注目すれば，上の配列順位はサ ービス経済化の進展

度合の系列であり ，かつ４次部門（ヵナシィによれぽ情報関連であ った）の進展度

合の系列を示したことになる 。

　これらの系列のなかですでにみた目本の部門別比率を位置づげてみると，サ

ービス生産（３＋４次）比率では，目本はオラソダと西ドイツの問にはいり ，

４次（情報関連）部門のみでは，５カ国中最低位に位置づげられる西ドイツを

さらに下回る順位に配列されることになる（なお，第１次部門比率では目本は上記

５カ国のいずれをも下回り ，第２次部門比率では西ドイツと並んで最高位となる）。

　上記５カ国以外で目本の第４次部門を位置つけてみると ，フラソスを下回り

イタリーおよぴスベイソを上回ることになる 。

　以上にみた目本の国際的位置づげを得る産業連関表のフレームから，後述す

る内容とのかかわりで以下に若干付言しておこう 。

　そのひとつは産業部門のサ ーヒス依存である 。最終需要部門（とりわげ家計消

費部門）に比べ，産業部門のサービス依存は未だ低位にあるものの，目本のそ

れは近年増大しつつあり ，とくに米国 ・西独に比べ３次部門への依存割合が大

きく近年その比率が上昇してきていることが特徴のひとつである（表４）。 本来

この３次部門への依存割合は，物的生産との関係が強く ，それとの関連で生産

性合理基準が作用して然るべしとみなされるのであるが，日本におげるエネ ノレ

ギーコストの相対的高位および流通機構の複雑さが，産業部門の関連 コストの

上昇と結びついたかたちにな っている 。また産業部門の４次部門との関係では ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８２）
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表４　産業部門合計（中間需要）におげる投入（コスト）

　　　構造（名目値 ；日本 ・米国 ・西独）
（単位；％）

部門
年次

第１次
第２次
３＋４次

第３次
　（電気 ・ガス ・水道）

　（卸売 ・小売）
　（交通 ・運輸 ・倉庫）

第４次
　（金　融 ・保　険）

　（不　　動　　産）

　（通　　　　　　信）

　（その他のサーピス）

（擢譲鍵茎湊言ス）

合計（中問需要）
（胃鵬穫雛暮める）

（１）Ｊａｐａｎ

１９６５　　　　　１９７０　　　　　１９７５　　　　　１９８０
ユ９７１－７５　　１９７６－８０　　１９６６－８０

　／１９７０　／１９７５　／１９６５

１４ ，９

５７ ，７

２７ ，４

１２ ．５

２． ４

５．
６

４， ６

１４．９

４． ２

１． ３

１． ４

８． ０

３． ２

１１ ，５

６０ ，８

２７ ，７

１２．６

２． １

６．
９

３， ６

１５ ．２

４． ０

１． ５

１． ２

８． ５

３． ３

１３ ，２

５５ ，３

３１ ，５

１３ ．８

２．
７

７．
１

４， ０

１７．７

５．
０

２． ７

１． １

８． ９

４． １

１１ ，４

５４，９

３３ ，７

１６ ．９

３． ５

７． ４

６， ０

１６ ．８

４． １

１．
９

１． ２

９． ７

５． ８

１７，７

１２，２

１７ ，３

１６ ，６

２０，３

１５ ，２

１６ ，９

１８ ，０

１９ ，５

２８，６

１２ ，４

１５ ，５

１９ ．４

９， ０

１２，２

１３ ，９

１６ ，９

１８ ，４

１３ ，３

２１ ，７

１１ ．２

８， ０

１４，１

１４ ，１

１４，３

２０．３

１２，７

１４ ，４

１６ ，３

１７，０

１７，７

１６ ，９

１６ ，８

１５ ，７

１４ ，６

１７，５

１３ ，４

１６ ，１

１９ ．４

１００．０　　　　１００．０　　　　１００．０　　　　１００ ，０

４６ ，５　　　　４６ ，５　　　　４７，６　　　　４５ ．１

１４，４　　　１２，３　　　１４，７

１５ ．４※　　　　１０．１※　　　　１４．３※

（資料）表２に同じ

（注）※印は付加価値の年平均伸び率

年次 （２）Ｕ．Ｓ ．Ａ （２）ＷｅｓｔＧｅｍａｎｙ

部門
１９７２ １９７７

１９７３－７７
１９７０ １９７５

１９７１－７５

／１９７２ ／１９７０

第１次
１１ ．１ １２．１ １５ ．Ｏ １１ ．４ １１ ．９ １０ ．１

第２次 ４９ ．８ ５０ ．２ １３ ．１ ５９ ．４ ５５ ．２ ７． ５

３＋４次 ３９ ．２ ３７ ．６ １２．Ｏ ２９ ．２ ３２．９ １１ ．７

第３次 １４ ．８ １５ ．６ １４．１ ユ３ ．２ １１ ．９ ６． ９

（電気 ・ガス ・水道） ３． ７ ４． ５ １７．４ ３． １
３． ４ １０ ．８

（商 業） ６． ２ ６． ７ １４．６ ６． ５
５． ２ ４． ５

（交通 ・運輸 ・倉庫） ５． ０ ４． ５ １０ ．６ ３．
６

３． ３ ７． ３

第４次 ２４ ．３ ２２ ．Ｏ １０ ．７ ユ６ ．Ｏ ２１ ．Ｏ １５ ．２

（金融 ・保険 ・不動産） １０ ．１ ８． ２ ８． ２
３． ７ ４． ９ １５ ．５

（通 信） １． ４ １． ４ １２．１ １． ２ １． ４ １２．０

（その他のサーピス） １２．８ １２．４ １２．３ １１ ．１ １４．７ １５ ．４

合　計（中問需要） １００．Ｏ １００ ．０ １２．９ ユＯＯ．０ １００ ．Ｏ ９． １

（容雛姦鵠暮める） ５６ ．３ ５３ ．９ １０．８※ ５７ ．６ ５８．１ ９． ３※

（資料）表２および３に同じ

（注）※印は付加価値の年平均伸び率

（８８３）
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表５ 家計消費部門における支出構造変化（名目値；目本 ・米国）

（単位；％）

部門
年次

第１次
第２次
３＋４次

第３次
（電気 ・ガス ・水遣）

（卸売 ・小売）
（交通 ・運輸 ・倉庫）

第４次
（金　融 ・保　険）

（不　　動　　産）

（通　　　　　信）

（公務 ・サ ービス）

（その他のサーピス）

（仮　設　部　門）

合　　計
（萎欝霧萎鵠蓉 る）

部門
年次

第１次
第２次
３＋４次

第３次
（電気 ・ガス ・水道）

（商　　　　　業）

（交通 ・運輸 ・倉庫）

第４次
（金　融 ・保　険）

（不　　動　　産）

（通　　　　　信）

（公務 ・サービス）

（その他のサーピス）

（仮　設　都　門）

合　　計
（雛霜萎医嘉蓉 る）

（１）　Ｊａｐａｎ

１９６０　　　　１９６５　　　　１９７０　　　　１９７５
　　１９６１－７０　１９７１－８０　１９６１－８０
１９８０

　　　／１９６０　／１９７０　／１９６０

６， ３

４６ ，１

４７，６

２０．５

２， ０

１３ ．３

５， ３

２７．１

３． ６

９． ２

０．
３

１６ ．４

－２．４

５，
６

３９ ，２

５５ ．２

２２．１

２， ０

１５ ．３

４， ７

３３ ．１

２， ７

１０．２

０． ４

０， ６

１８．４

０． ９

４，
６

３４，５

６０，９

２２．５

１，
８

１５ ．２

５， ５

３８．４

２， ８

１１ ．９

０． ６

０， ６

２１ ．７

０． ７

３， ７

３２，３

６４，０

２３ ．２

１， ９

１６ ．４

４， ９

４０．８

２， ５

１３ ．３

０． ８

０， ７

２２．９

０． ５

３， ０

２６ ，７

７０ ，３

２６ ．２

２， ５

１５ ．６

８， ２

４４．１

２， ３

１４ ．７

１． ０

０， ２

２５ ．９

０． １

１２，３

１２，６

１８，７

１６ ．９

９， ０

１１ ，１

１５ ，６

１５ ．７

１０ ，６

１１ ，８

１７，２

１６ ．３

２０ ，０　　　　１５，６　　　　１７．７

１９ ，２　　１６，０　　１７．６

１００．０　　　１００．０　　　１００．０　　　１００．０　　　１００，０　　　１５，９　　　１４，０　　　　１４，９

４７，６　　　４９，８　　　４５，８　　　４８，７　　　４９ ．３

（２）Ｕ．Ｓ．Ａ

１９５８　　　　１９６３　　　　１９６７　　　　１９７２
　　１９５９－６７　１９６８－７７　１９５９－７７
１９７７ 　／１９５８／１９６７／１９５８

１， ８

３７，５

６０，７

２７．０

２， ８

２１ ．２

３， ０

３３ ．７

４， １

１３ ．８

１．
４

０， ３

１３ ．３

－０．４

１， ３

３７，３

６１ ，３

２６ ．９

３， ０

２１ ．５

２， ４

３４．４

４， ５

１４ ．３

１．
５

０， ４

１４．１

－Ｏ．４

１， ３

３５ ，３

６３ ，５

２７．５

２， ８

２２．３

２， ３

３６ ．０

５， １

１４ ．４

１． ６

０， ４

１４ ．６

－０．２

１， ０

３１ ，８

６７，２

２４．７

２， ９

１９ ．０

２， ８

４２．５

５， ３

１４．７

１． ７

０， ６

２０．４

－０．２

１， ０

３１ ，３

６７，８

２３ ．９

３， ４

１７．９

２， ７

４３ ．９

５， ３

１４．５

２． ７

０， ５

２１ ．９

－０．１

２． ３

５． ３

６． ５

６． ２

６． ３

８， ５

１０ ．５

８． ２

４． ４

６．
９

８． ６

７． ３

６， ８　　　１２．０　　　９ ．５

７， １　　１４，４　　１０．７

１００．０　　１００．０　　１００．０　　１００．０　　１００．０　　　６．０　　　９．８　　　８，０

６４，８　　６３，６　　６１ ，７　　６２，４　　６３ ．１

（資料）表２および３に同じ

（８８４）



　　　　　　　　　　　　サーヒス経済論の系譜的展望（鈴木）　　　　　　　　　　１３５

目本は米国 ・西独に比べ低位にあるが，情報などビジネス ・サ ービス部門への

依存割合の増大を中心に近年その伸ぴ率を急速に高めつつある 。

　付言のふたつとして最終需要部門のうちの家計消費部門では，目本は米国と

比較して３次およぴ４次いずれへもその コスト負担的支出割合が大きい。とく

に３次部門では米国がその趨勢として低下させてきているのに反し，目本では

逆に卸 ・小売業のそれを中心に上昇させ，流通機構の複雑さが消費者負担とな

ってはね返っていることが示されている 。一方，４次サービスでは，目本の家

計消費部門はかつて米国のそれより低位にあ ったが，近年その割合を急速に上
６）

昇させ，１９８０年ではすでに米国のそれを上回る支出割合を示すに至っている 。

この４次部門は，随意的支出と強制的支出の双方を含むか，カナ ：ンバこならっ

て総体を「情報関連」として繰くれば，目本では最終需要全体に占める家計消

費部門の割合が低位であることと合わせて，目本の家計消費部門は，経済構造

として閉鎖されたまま情報化の進展さ中にあると云うことが出来よう 。

　　１）なおカナシィ（１９８５）による産業分類は以下の通りである 。

　　　第１次（ｐｒｉｍａｒｙ）　　 ；農業，林業，水産業および鉱業

　　　第２次（ｓｅｃｏｎｄａｒｙ）　 ，建設および製造業

　　　第３次（ｔｅｒｔｉａｒｙ）　　 ；交通 ・運輸，電気 ・水道 ・ガスおよび卸売 ・小売業

　　　第４次（ｑｕａｒｔｅｍａｒｙ） ，通信，金融 ・保険，不動産，その他のサーヒスおよひ公

　　　　　　　　　　　　　　務

　　２）　 これは「不均衡」（ｄｉｓ　ｅｑｕｉ１ｉｂｒｉｕｍ）」とは異なり ，成長に最適ではない（ｓｕｂ－

　　　 ｏＰｔｍａ１ｆｏｒ　ｇｒｏｗｔｈ）の意である 。これはまた長期停滞などに結ぴつき易い 。

　　３）　 カナシィは，従来の経済学が主として物的生産 メカニ ズムの解明を目指してお

　　　り ，サーピス経済 メカニ ズムのそれには新しい体系の経済学を必要としていると

　　　指摘しつつも，従来体系に求めれぱとの前提で以下の議論を展開する 。

　　４）　パシネ ッティ（１９７７）
．

　　５）たとえぱノース（１９８１）およびＤ．ベル（１９８１）たど
。

　　６）「その他のサービス」として，教育 ・医療 ・余暇を含め，対個人サービスが中

　　　心 。

（２）マクロ均衡的視点による要因別寄与分析とその間題点

上述した，サ ービス経済を直接対象とした一連の研究諸成果のうち，改めて

　　　　　　　　　　　　　　　　（８８５）



ユ３６　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３５巻 ・第５号）

その後の研究方帥こ大きな影響を与えたのは，ボーモノレ（１９６７）とフユックス

（１９６８）である 。というのもこの二つの研究業績はそれまでのサ ービス（個別）

産業論もしくは産業分類（基準）をもととした部門構造分析に対し，それらの

諸成果の上に立ちつつも経済分析としての方法論的視点をはじめて導入し，サ

ービス経済の動態およびそのメカニ ズムについて科学的メスを入れた１蕎矢とな

ったからである 。その後におげるこの分野の研究系列は，この２つの業績成果

の延長線上にあ ってそれを一層拡充したものか，あるいは直接その線上にはな

くても何らかのかたちでそれらの成果を取り入れるかそれを視野に入れたもの

とな っている 。

　このうち，ボーモルのそれは方法論としての論理的 ・体系的な整理を行い ，

フユックスのそれは実態面での経験的諸事実に論理的 ・包括的説明を与えたと

いうところにそれぞれの特徴があり ，両者はやがて，削者の方法によっ て後者

の事実諸要因がその相互関係を考慮に入れて数量的に実証されるという学間上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
の分業が見事に結実する好例を示す合体がたされることにつながった 。

　まずフユックス（１９６８）から検討してみよう
。

　フユックスは，主として米国におげる１９２９－６５年にいたるサ ービス関連諾統

計を整傭し，それらを国民経済の中で位置づけてその増大 ・上昇要因として以

下の３つの包括的た仮説を引き出した 。

　○　サービス需要の所得弾力性は１以上である（これは国民１人当り実質所得

が上昇するとそれ以上に１人当り実質サービス需要が増大し国民所得の農業 ・工業狂ど

他部門に比し，そのンヱ アを上昇させるとともに雇用面でも同様の結果をもたらす）。

　◎　経済成長とともに経済諸活動の専門化が一層進みそれまで経済主体内部

で供給されていたサービスが市場化し外部の専門家 ・専業に委ねられる（たと

えば企業内で処理されていた法律 ・会計 ・統計情報など，および家計内での食事 ・洗濯

たど日常家事たどがそれに当り ，これらは所得上昇による需要構造のバターソを変化さ

せることを意味する）。

　　　より質の高いサーピスが高 コストで供給される（これはサーピス業におけ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８６）



　　　　　　　　　　　 サービス経済論の系譜的展望（鈴木）　　　　　　　　　　　 ユ３７

る生産性が農業およびとくに製造工業におげるそれよりも相対的に低く ・またその向上

余地も相対的に小さいことを意味し，同時に，サ ーピス需要 ・供給の充足が同一空間 ．

時問帯で行たわれるという特性をもち，製造業におけるような量産揚模効果を生じ難い

ことにも由来する）。

　以上のフユヅクスによるサーヒス経済化の進展諸要因（¢所得効果，◎需要構

成の変化およぴ　生産性格差）についてその相互関係を中心に若干吟味を加える

と所得効果（¢）については，それが所得面にのみ限定すれば（１人当り）所得

上昇にともない消費選好度が絶えず変化することで（最終）需要構成変化（　）

と密接不可分な関係にある 。一方雇用増大と結ぴつくと ・それは生産性格差要

因（　）と関連し，サ ービス経済化が進展することにより国全体の生産性向上

は鈍化することになり ，労働力としての資源配分上経済成長の減速 ・減退に通

じ。兼ねない。またサービス需要充足におげる市場外部化の傾向（　）に対し ，

その逆方向への動向すなわち市場経済によっ てそれまで充足されていたサ ービ

ス経済が企業なり家計たりの経済主体内に内部化される傾向も顕著であり ，そ

の高
コスト化（　）と結びついて近年一層それがＤｏ　Ｉｔ　Ｙｏｕｒｓｅ１ｆまたはＳｅ１ｆ－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
ｓｅｒｖｉｃｅ　Ｅｃｏｎｏｍｙとして増進されつつあることも否定できない。さらに生産

性格差と価格（上昇）現象（　）についても ，国民所得全体に占めるサーヒス都

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
門の割合は，名目値では大きく上昇していながら実質面ではほぼ変化がたいこ

とから，サ ービス経済化とは（生産性格差による）価格現象そのものに他ならな

いと指摘することもできる（なお，これらの問題点にっいては・ボーモルにょる定式

化とその数値的検討を行う際に再述する）。

　つぎに，ボーモル（１９６７）による定式化をみると以下のようになる ・

　ボ＿モルはサービス部門として主として都市サ ーピス関連産業部門を設定し ・

一方で製造工業部門を対置させ生産性の異なるこれら２つの部門を抱えた経済

の（不均等）マクロ 成長モデ ノレを定式化した。いまそれを上記フユックスによ

るサ ーヒス経済部門におげるその拡大をもたらす３つの要因仮説に適合させて

　　　　　　　　　　４）
示せぱ以下の式となる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８７）



ユ３８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３５巻 ・第５号）

　　Ｚ、＝（ぴ一１）～十」十（～ 一ブ、）（１＋月）

ここで

い非農業雇用に占めるサービス部門雇用のンヱ ア

肚記の成長率（一 藷／・）

～；製造業部門の労働生産性

ブ。；サ ービス産業部門の労働生産性

りサービス需要への所得弾力性（＞Ｏ）

篶サーヒス需要への価格弾力性（＜Ｏ）

　上武について右辺の第１項（ぴ一１）～はさきのフユックス仮説◎（所得弾力

性）の検証部分に当り ・ボーモルでは ニュメレーノレ（基準）財にあたる製造業

部門の労働生産性の成長率に見合って賃金が上昇し，その賃金（１人当り）上

昇率は～率であるとする 。このいわは所得上昇率はサーヒスの生産額需要を

もたらし，そのシ ェアは～ぴ一グ刎 である（ここで全ての生産額はブ刎 で成長する

とみ狂していることになる）・ したが ってこの第１項でサービス産業部門のシ ェア

は・ ～． 似イ〃＝（ぴ一１） ・～＞０または～ ・ぴ＞～たらば上昇し，逆に～ ・

ぴ一ブ刎＜０ならぱ低下することになる
。

　また第２項１は，サービス需要構成の変化でありフユックス第２仮説に相等
し・ ここではそれらが家計内の構造変化（主掃の就業など）もしくは企業慣行の

変化（企業内業務の外部処理化への移行）たどがそれに当り ，ともに外生的にその

大きさがきまりかつサ ーヒス需要としては外生的要因として位置つげられる
。

　さらに第３項（～ 一〆・） ・（１＋刀）は，生産性格差と価格要因とが合わされた

ものであり ，製造業部門の労働生産性がサーヒス部門のそれを上回る（～＞

プ・）と
・サーピスを生産するためには相対的に高 コスト ・高価格となり同部門

に配分される労働力のシ ェァは上昇する 。しかし一方サービス産業部門の相対

的に高い価格はサーヒス需要を月率だげ減少させ，この需要減は総雇用に占め

るサービスのシ ェアをそれだけ低下させる 。この３項目はそれらのいわぱこの

２つの要因の合成的効果を純効果として表現するものでフユックスの第３仮説

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８８）
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の検証に当てられる 。

　ところで上式に１９２９－６５年間の米国におげる実測値をあてはめると（フユッ

クス（１９６８））
，

　　　１、＝（１ ．０５－１）（．０２２）十」十（．０２２一 ０１１）（１－Ｏ ．６）

　　　　＝．
０１１→＿」十 ．Ｏ０４４＝ ．００８

となり ，需要構成の外的要因による効果」は　Ｏ０２５（＝Ｏ０８－Ｏ０５５）となる
。

このことからしてそれぞれの各要因がサ ーヒス部門雇用に与える影響はとりあ

えず，所得効果（¢）１４％（＝０１１／０８），需要構成変化（　）３１劣（＝ｏ０２５／

００８）および生産性格差 ・価格効果５５劣（＝Ｏ０４４／Ｏ０８）であり ，サーヒス産

業部門におげる雇用増加上昇率は生産性格差 ・価格効果の寄与率がもっとも大

きく過半以上を占め，次いで需要構成変化要因で全体の３分の１弱であり ，所

得効果は残り１．４割を占めるにすぎなくなる 。このことをやや誇張していえば

（米剛こおげる１９２９－６５年問の）サ ービス部門の拡大は，生産性格差によりもたら

された肥大化であり ，消費者側からみれぱその低生産性がもたらす高 コスト ・

高負担を強いられているところ大であり ，それが経済成長の鈍化の上でも大き

な原因にな っていることを推察させるというサービス経済に関してその進展が

消極的な要因が主であり ，そのもたらす影響もかなりの程度悲観的なものはか

りということにもなる 。

　事実，米剛こおげる以上のことをさらに裏付げ ・補強する状況証拠には事欠
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
かない。たとえぱ目本では流通機構におげる複雑さ ・非近代性という問題があ

るし，公的サーヒス部門の肥大化 ・非効率性という問題もこれに加わる 。また

サーヒス経済化の積極的要因となる所得弾力性も１以上を大幅に上回る証拠を

求めることは難しい。推計基準を統一化した実質所得の国際比較統計を用いた

クレイビスその他（１９８３）によるサービス所得割合の上昇にみる所得弾力性も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
ＧＤ　Ｐべ一スで１．Ｏ０１５であるにすぎない。こうしたことからサービス経済化が

所得水準の向上によりもたらされたとするペティ ，クラーク ，フィッシャー お

よぴクスネ ヅソを通じて提唱された「法則」の内実は，成長の主導役であ った

製造工業部門の先進諸剛こおげる後退と替って相対的に劣弱な雇用 ・労働力の

　　　　　　　　　　　　　　　　（８８９）
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吸収にサ ービス部門は主役とな ったものの，そこにおげる生産性格差は将来展

望としての視座からみても経済全体の活性力を弱めかつ成長を一層鈍化させる

ことにつたがりかねないというとりあえずの観察も成り立ち得るからである
。

　しかし上記で「とりあえず」としたのは，こうした一見成り立ち得る観察が

依っ て立つフユヅクスの上記計測に問題なしとはいえないからである 。以下で

はその問題点のいくつかについて検討を加えてみよう
。

　問題点のひとつは，使用統計テータの期間の問題であり ，それが裏つげる時

代的背景である 。

　この期間をみれぱ，戦前 ・戦後にまたがるもののとくに戦後にあ っては物的

生産の飛躍的増大をみた期間であり ，製造工業部門とサーヒス部門との生産性

格差が一段と開いた時期とみなすことができよう 。ということは，この期問以

後今帥こいたるまでの約２０年問における生産性の両部門におげる動向，とくに

製造工業部門におげる物的生産のとくに７０年代後半から８０年代前半にかげての

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
後退（これは同時に同部門の生産性鈍化につながった）が顕著な一方，サービス部

門の生産性上昇をもたらした技術進歩（エレクトロニク刈こよるｒ情報革命」）も

進展中である 。これは両部門の生産性格差を幾分でも縮めた方帥こあり ，今後

もこの傾向が継続するとみなし得る状況にある 。事実，利用できる最新テータ

を用いると前述した寄与率は以下のような試算も可能となる 。

　　　１、＝ ．００８３＝（１ ．０５－１）（．０１１３）十」十（．０１１３一 ００６２）（１一 ６）

　上式で需要構成変化要因（　）１はＯ０５７となり各要因別寄与率は，この」

が最大で６８劣，生産性格差要因（　）が２５％，所得効果要因（¢）が７％と続

き， 上記「ペティ＝ フィッンヤー＝クラーク法則」はフユックス計測と同様そ

の寄与割合は低く ，生産性格差要因もその割合を半減させている 。

　フユックス計測の間題点のふたつは，◎の要因である需要構成変化の範剛こ

ある 。フユヅクスはいわゆる専門 ・専業化による市場への依存を産業 ・企業都

門したがって中間生産物のみに限定して検証しているが，これは家計部門を中

心として最終需要部門にも生ずることである 。婦人労働力の市場化による家事

労働の市場依存の度合はサ ーヒス市場への需要を拡大していく方向にはたらく

　　　　　　　　　　　　　　　　（８９０）
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であろう 。また所得効果全体は要因¢で考慮されてはいるものの，そのことに

よる需要選好構成へ与える影響も看過できたい。教育 ・医療 ・余暇なとへの支

出構成の高まりである（しかしこの点では前述したように物質財によっ てサービス需

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
要が代替されるという側面もあり ，にわかにどちらが大きいかと速断はできない）。

　間題点の第３は，生産性格差したがってサ ービス部門の生産性をどう考える

かということにある 。これには問題として２つの側面があり ，そのうちのひと

つは生産性を測定するもとの変数となるサ ービス部門の生産額（ｏｕｔｐｕｔ）をどう

評価し，投入額（ｍｐｕｔ）をどう把握するかということであり ，これらは物的生

産の場合とは異なる接近方法を必要としていると考えられる 。これはサ ービス

生産活動そのものを本質的にどう理解するかという間題であり ，以下項を改め

て論じたいが，所得推計という観点からしても現行のところは物的生産面にお

げる手法 ・考え方にいわぱなぞらえた方法が採られているにすぎない。今後の

サーヒス経済化という方向を踏え，かつその運営によろしきを得るためにも ，

サービス生産活動の科学的 ・体系的把握（ということはとりもたおさずサービス生

産活動を経済理論として把握 ・整理することに他ならない）の進展が是否とも望まれ

るところである 。

　第３の問題点としてのもうひとつの側面はサービス都門として一括し括られ

る内部のことである 。すなわち製造業との生産性格差とはい っても ，たしかに

サービス部門のある部門（とくに伝統的なそれ）ではその生産性向上を期し難い

状況があることは否定できない。しかしなかには，とりわげ今後の技術進歩如

何を加えて考えれぽ製造業部門に対してそれと同等あるいはそれ以上の生産性

を期し得る部門もあるし，あるいは現在段階におげる非生産性部門 ・生産性部

門合わせて資本集約度の向上によりその全体としての様相を一変させることも
　　　　９）
あり得るのであり ，それはさきに述べたセノレフ ・サ ービスを通じての市場経済

効果と合わせて，これからの展開如何に依存しているともいえよう 。

　とすると現在接近できる範囲としては，上に述べたサ ービス活動の科学的 ・

　　　　　　　　　１０）
経済理論的概念的把握を前提に，とのようなサ ーヒス部門がそうした合理性を

発揮し得るのか，そこに共通た性格 ・特徴を見い出し得るのか，またその逆は

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８９１）
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どうなるのかということになり ，このことはとりもたおさず（またしても）サ ー

ビス産業の分類基準と深くかかわらざるを得ないということになる ◎そうした

分類基準を見い出し得てサーヒス活動がはじめて掌握できることとなろう 。

　　 １）　イソマソ（１９８５）の「序論および総括」におげる指摘
。

　　 ２）　 この点の指摘は，「Ｄｏ　Ｉｔ　Ｙｏｕｒｓｅ１ｆ」として国民所得計測上における導入とし

　　　ての観点（その限りでは「地下経済（ｍｄｅｒｇｒｏｍｄ　ｏｒ　ｈ１ｄｄｅｎ　ｅｃｏｎｏｍｙ）」と通

　　　ずる）からのヒル（１９７９）の指摘，および杜会経済活動のそれとしてｒ生産＝消

　　　費者（Ｐｒｏｓｕｍｅｒ）」のライフ ・スタイル復活，したがってｒ市場主義の終焉」と

　　　結びつけるトフラー（１９８０）の指摘とがある 。また，それらに先立ちガーシ ュニ

　　　 ィ（１９７８）および同（１９８２）は，サービスに対して財がそれを代替する傾向として

　　　 この点を指摘し，それが新たた雇用 ・物的生産に結びつく ，したがって（将来の）

　　　経済成長を促す要因となることを指摘し，これらを総合的にその枠組みに含む概

　　　念 システム ・モデルの構築を試みている 。なおこのシステム ・モデルについては

　　　ガーシ ュニィ（１９８３ａ）および同（１９８５）についても参照
。

　　３）　 フユヅクス（１９６８）の計測によると ，米国におげる１９２９－６５年間の従業者１人

　　　当り実質生産額の年平均伸ぴ率は農業部門で３４％およぴ製造工業で２２％であ

　　　るのに対し，サービス部門では１．１％にすぎない。また筆者の計測でも，日本に

　　　おげる総生産額に占めるサーピス部門の割合は１９７０－８０年間で，名目値で３５．３％

　　　から４３．５劣まで上昇した（８．２％幅）のに対し，実質値では３７．８％から４１．１劣

　　　に上昇した（３．３％幅）にすぎない
。

　　 ４）　なお，ポーモル（１９６７）による定式化から以下の式の導出過程はイソマソ

　　　（１９８５）参照
。

　　５）サクソソハウス（１９８５）；前掲イソマソ報告書所収によると，鈎売 ・小売業に

　　　おげる目本の雇用シ ヱアは，米国２０％および西独１２％のところ２５劣に達し，しか

　　　もそのうち７０劣が１０人以下の企業観模に就業している 。

　　６）　 クレイピス（１９８３）。

　　７）　 ケソドリック（１９８５）；前掲イソマソ報告書所収論文による 。

　　８）　ガーシ ュニィ（１９７８）および同（１９８３）参照
。

　　９）　スタソバック（１９７９）および（１９８１）。

　１０）　イソマソ（１９８５）の序文にも同様の指摘がある
。

（８９２）
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３． サービス活動計測の困難性とその克服にむげて

　（１）問題の所在

　以上に述べたことからも ，サ ービス部門の諸活動が経済杜会全体の成長にど

のような寄与を示し，その役割 ・機能を果しているのかをより正確に把握する

ためには，それが物的生産活動等と比較してどのような特徴 ・性格を有してい

るのか，サービス生産および市場活動についてのいわば本質的な特徴にふれざ

るを得ない。いいかえれぱ，サービス経済活動に経済理論が適用され，その需

給にしたがって市場活動にどのような固有性 ・類似性（物的生産と比較して）が

認められるかについての認識を深める必要があるということにたる 。

　ここでは以下，主としてサ ービス活動の計測性という観点を中心に据え，上

記のサ ーピス活動にみる本質的た性格 ・特徴をめぐっ て経済学としての視野か

らの論調を紹介しつつ若干の検討を加えてみたい。というのも ，サ ーヒス活動

の経済 ・産業に果す役割とりわげ今後の動向を見通すには同部門の成果（０ｕｔ－

ｐｕｔ）とそれに要した投入（ｍｐｕｔ）の正確 ・妥当た把握およぴそれを前提として

のその両者間の充分な改善（生産 ・市場活動における技術進歩など生産性の向上に他

ならない）可能性についての検討が不可欠となるからであり ，それらの的確な

把握を期すことがサ ーヒス部門を解明することに他ならないからである 。

　まず若干の学説史的た検討を行ってみよう 。サーヒスが物質的財と比較して

どのような特性をもっ ているかについて近代的た解明のメスを入れた端初はス

ミス（１７７６）に求められる 。スミスはサ ーヒス品は貯蔵が困難（ｐｅｎｓｈａｂ１ｅ）で

あり ，生産と同時に消減しその価値を事後に残さない，したが って在庫が不能

であることにその特性を求めた 。

　このスミスによるサービス活動の物質的な存在を欠くとする認識いいかえれ

は非物質的実在（・ｍｍａｔｅｒ１ａ１ｅ・１ｓｔｅｎｃｅ）とする認識が，ミル（１８４８）およぴマノレ

クス（１８９０）をはじめ多くの経済学者に価値循環の構造把握としての立場から

　　　　　　　　　　　　　　　　（８９３）
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生産的労働と不生産的労働を区別させる考え方につながったと解釈される 。な

お， サービス活動が労働価値説，したがって生産的価値とどのように関連する

かについての定説は得難いが，ここでの筆者はとりあえずそれを生産的価値を

実現するために不可欠な条件であると記しておきたい 。

　物質的財とサービスとを区別してそれぞれの特性を詳細かつ立ち入って論じ

たものとしてセニォア（１８６３）があげられる 。セニォアによれほ物質的財は ，

その存在として（法的）所有権が主張され，売買 ・処分 ・使用については，そ

の政治 ・杜会制度が課す制約条件 ・範副ことどまる限りその所有老の裁量に帰

す， つまり経済主体 ・単位問で移転が可能である 。それに対してサービス（お

よびそれを実現する技能）は他者に容易に（たとえぽ経済的な対価をともなう売買な

どを通 ’じ）移転し得ず，客観的実在として感知できない（ｍｔａｎｇ・ｂ１ｅ）性格をそ

の本質としている（たとえぱ，他人に替って健康を緯持したり ，食物を摂取するなど

ということは起り得汰い）。 こうした考え方に即していえば，経済主体 ・単位問

で純粋な「財の交換」を前提とするＬワノレラス（１９２６） ・タイプの　般均衡モ

テノレの枠組みでもサーヒス活動をその根源的た意味で導入することは不可能か

つ妥当性を欠くことにもなる 。

　ところで本源的生産要素である労働も資本も，通常の（物質的）生産活動に

際しその過程に動員 ・参与するあり方はいずれもサービスとしてであることを

改めて想起しておかねばならない。前者は労働用役としてであり後者は資本サ

ーヒスとしてである（その場合両要素の使用価値もしくは効用が意識されていること

にたる）。

　このうち労働用役についてそのサービス的機能に着目しているのはミルであ

る。ミルは，スミス流の生産的労働と不生産的労働という概念区分に依拠しつ

つも，ある種のセービス活動が労働生産性を増大させる機能があることを認め ，

人間本来に備わった資質を向上させる教育 ・医療 ・科学 ・芸術などに生産的労

働としての性格付げを行っている 。しかしミノレの場合でも，物質的財について

のみ富の概念を限定し，労働が生産的であるのはそれが物質財に具毘化する場

合のみとし，上のような「生産的労働用役」が生産的であるとしてもそれは物

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８９４）
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質財生産に問接的にのみしか貢献しないものとしている（しかし，ミルはスミス

と異なり政府 ・公共サーヒスは産業生産にとっ て不可欠なものとし，問接的 ・仲介的で

あるにしても生産的労働とし，スミスカ洞様に不生産的とした演劇役者 ・道化役者 ・音

楽（演奏）老の労働サーピスとは区別している）。

　一方，資本財のサーピス的機能に着目しているのはＩ ．フィヅシャー（１９０６）

である 。フィッシャー は資本財が生産過程で活用されるのはそのサ ービス的機

能であり ，それが流動的な貨幣資本の段階から固定化されるにおよび，生産物

へ価値が移転されることになるが，その代価として支払われるのは利子として

でも収益としてでも短期問の生産時問がいわぱ基本単位にな っている 。そのこ

とはとりもなおさず資本財のサ ービス的機能への支払いなのであ ってもともと

サーヒス取引は直接的であり ，生産者と消費者との相対的父換が前提とな って

いるからであるとする 。

　　般にサーヒス活動が生産的か不生産的か，あるいはとのようなサ ーヒス活

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
動がそうでありそうでないかの議論は暫く置くことにして，以上に引見した各

経済諸先達のサ ービス活動についての考え方はサービスがもつ商品，もしくは

取引上の特性を物質的財のそれらと区別して際立たせている 。すなわちその生

産と市場敢引にあ ってサーヒス活動は物質的財と比較して際立った特徴をもっ

ているとしており ，それらを以下に要約すれぱ ，

　○　貯蔵 ・在庫が困難であり（ｐｅｒ・ｓｈａｂｌｅ）無形である
。

　◎　実在およぴその用途を事前に感知し難い（ｍｔａｎｇ１ｂ１ｅ）し不可逆的であり

一過性でもある 。

　　　消費者と生産者とが相対（ｆａｃｅ　ｔｏ　ｆａｃｅ）で直接的た取引を行う
。

ということになり ，これらの特性がその生産 ・市場取引にあた って時問的 ・空

問的各種制約を需要者に対しても供給者に対しても課すことになる 。どのよう

な制約があるかを論ずるのはここでの課題ではなく ，こうしたサービス活動一

般の特性をあげたのはそれがサービス活動の計測の，とくにその成果（ｏｕｔｐｕｔ）

と投入（ｍｐｕｔ）を計量する困難性に直接結ぴつくことを指摘するためである 。

　それが物質的財であろうとサービスであろうと ，その成果（ｏｕｔｐｕｔ）もしく

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８９５）
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は商品（ｃｏｍｏｄ１ｔｙ）としての生産額（Ｐｒｏｄｕｃｔ）を計測するには，その数量単位

が明示されなけれはならたいし，それが明示的に概念上定義できなげれば価格

（単価）も識別できない。量的計測と価格との識別が未然なままでは経済理論と

しての適用対象とは成り難い。サ ービス経済化が経済成長なりイソフレーショ

ソ（価格）現象なりにどのような影響 ・効果をもたらし，また今後もたらすの

か， 不明かつ論者によっ て意見が分れるのはその投入額 ・投入量も含めてここ

のところの捕捉が駿味かつ不充分であ ったからとい っても過言ではたい 。

　以下，サービス活動の計測性という観点から上の３つの特性がそれにどのよ

うな障害とた っているかについて若干の検討を加えてみよう 。

　まずその成果固有の問題として同一商品でも一様ではないということにあら

われ，製造業の製商品が比較的均質であることに比し著しい対照をなしている 。

このことをサ ービス活動の供給者側からみれぽ，それは人問が中心とな って提

供されるということにともなう多様性とな ってあらわれ，また需要者側からみ

ればその機能 ・効用享受からしてもたらされるものも一様ではない 。

　たとえぱ，商品の質的内容について供給者は知っていても需要者は通常知り

得ないという対称性があり ，これは購入者が販売者によっ て支払われる質 ・努

力の水準が不明かあるいはあり得べき正当な特徴を見抜げないこととたり ，モ

ラノレ ・ハザ ート（ｍｏｒａ１ｈａｚａｒｄ）を市場にもたらし易く ，市場価格での評価が コ

スト主義原則だげでは割り切れたいこととなる 。また提供者が人問個人でなく ，

たとえぽ産業もしくは公共部門のそれとして，そこで提供されるサービス内容

は歴史 ・時代的（つまり通時的な）かつ杜会 ・文化的（空間的）な相異とその変

化を受けてのそれとなり ，実質生産額の時系列的 ・空間的比較を困難にし，か

つその妥当性をしばしぱ失しなわしめるという結果につなが っている 。

　つぎにサーヒス活動にともなう投入量 ・額についても ，供給者が人問個人で

ある場合，その経験 ・教育 ・学歴 ・個性による標準化の困難性とそれらが時問

・賃金とい った客観的数値としての平準化に妥当性をもたせることが難解とな

る（もっとも産出 ・成果に比べこの投入面の捕捉はその属性識別の採否をもって比較的

容易である）。 また民間 ・公的あるいは個人企業 ・家内労働の存在などサ ーヒス

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８９６）
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活動がサ ービスであることからする（上記で指摘した商品としての特性およびｒ諸

制約」がもたらすもの）産業組織上の複雑さがこれに一層輸をかげることになる 。

　以上に増してサ ービス活動を数量的に捕捉する上で最も困難とみなされるこ

とは，産出 ・成果と投入との関係にみられることがらであり ，より具体的にい

えぱ，投入をともなわない成果の存在（たとえぱ金融におげる利子 ・保険料，眠り

口銭などの商業慣習）および逆に産出 ・成果をともなわない投入の存在（公的サ

ービス ・情報活動などの大都分 ・家事労働など）である（これらについては現在，擬制

価格による帰属計算という便法を用いているものの，その所得推計にあた って各国で採

用している方法は極めてまちまちである）。

　（２）サービス活動の再定義

　サ ービス活動の計測にあた って，以上に述べた製造業と異なる基本的な特性

を踏えてその困難な問題諸点を克服しつつ，同部門の科学的把握と将来展望を

得ようとする試みはすでに近年に至っていくつかが提案されている 。ここでは ，

そうした試みを以下紹介しつつ，今後の研究方向を概略展望しておこう 。

　まず，そのひとつはサービス活動の概念的把握をめぐっ てであり ，前述した

成果 ・産帥こついての計測 ・評価を充全に行おうとする方向である 。その好例

のひとつはヒノレ（１９７９）の概念的整理があげられる 。

　ヒルは物質的財であ ってもサーヒスでも生産者と消費者問で市場取引される

対象であることは共通であるにしても，後者サーヒ刈こあっ てとくに専門化さ

れた蓄積的知識 ・技術 ・技能そのものが直接相対の取引対象とされることはた

く， それを用いた消費者（人間）そのものもしくは消費者によっ て保有される

物質的財のｒ状態の変化」が取引の対象とされるのであり ，それがサービ刈こ

ついての市場取引を物質的財と区別させている本質的な相異点であるとしてい

る。 すたわち，ある程度の事削的了解を前提に，消費者もしくは物質的財がサ

ービスの供給を受げるのは，それを受げる前と受げた後との間で状態の変化を

比較し，その問にそれを主観的およびもしくは客観的に認知し得ることによっ

て成立することになる 。したが って，消費者が受けとるサ ービスの量は，こう

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８９７）
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した「状態の変化」の程度 ・範囲によっ てきまることになる 。サービスの生産

過程とは，ある経済単位に所属している人 ・物に影響を与える活動そのもので

あり ，その産出物はその活動によっ て影響を受げた人 ・物の状態の変化を指す

ことになる 。サービスが市場取引される場合に，物質的財の所有権が移転する

ような交換は何もおこらない。したが ってサービスを市場で交換取引され得る
　　　２）
非物質財と考えるのはきわめて不適切であるということになる 。物質的財とサ

ービスはその論理的概念を異にしているのであり ，サービスが「在庫に耐え得

ない」財としての特性は，単に耐久性という質量的な問題ではなく状態の変化

という概念上の基本的相異（物質的財と比較した場合の）から生じていることで

ある 。た畦かといえば「変化」そのものを在庫しておくということは，実態と

して不可能なことを指すのではなく論理的に不可能なことから生じているから

である 。

　こうしたヒノレのサ ービス活動について，それを「状態の変化」とする包括的

た概念揚定は，さきにみた学説史上のサービス活動におげる特性のほとんどを

集約的に表現するという意味では優れて明解である 。しかし一面パスヵノレ も指

摘するように物質的財についてのサービスを考えると，デザイソなど生産物に

付加される（サービス的）都分と物質的最終生産物としての境界線を何処で引く
３）

かという困難な問題を新たに生じせしめる（たとえは企業間の契約事項で主契約に

対しサブ契約事項はほとんどサーピス活動に属する 。さらに，物質的財が最終生産物と

してその本来の機能的側面にのみ限定するのも計測手続き上からも困難であり ，実務上

からも必ずしも有効ではない）。

　しかし，以上のような問題点を含むもののヒルの上に示したサーヒス活動

（ｒ状態の変化」）の包括的な概念規定は，その計測性という観念からみると，こ

れまで困難とされていたサーピス成果についての諸特性を乗り越えるためには

きわめて有効といえる 。以下ではそれをサーヒス活動の成果という観点から若

干の検討を行ってみたい 。

　サ ービス活動の計測にあた ってその困難性を指摘されてきたのは成果（産出）

の多様性であり ，その定性的 ・質的な意味においてであ った。この多様性はサ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８９８）
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一ビス活動全体をひとまとめにすれぼその部門別多様性ということになると同

時に（なおそれだけでは製造工業におげる商品 ｃｏｍｍｏｄ・ｔ１ｅｓの多様性と区別するとこ

ろはない），同一部門 ・同一商品におげる多様性がサ ービス部門において特殊な

ところである 。製造工業商品たる物質的財が比較的同質的（ｈｏｍｏｇｅ・ｅｏｕｓ）であ

るのに対し，サーヒス活動によるそれが部門間はもとより ，とくに部門内，商

品内で異質的（ｈｅｔｅｒＯｇｅ・ｅ・ｅｏｕｓ）であり ，それが成果の評価を困難にしてきた

大きな理由のひとつである 。ヒルのように，サ ービス活動の産出は「状態の変

化」であると理解することによっ て， その産出水準は「状態の変化」におげる

程度として数量的に把握することが可能となる 。感知し難い（ｍｔａ・ｇ・ｂ１ｅ）をも

ってその本質的な性格としたサ ーピス活動の成果がｒ状態の変化」の程度とし

て表現されるという数量的基礎が与えられたことになる 。

　とするとサ ービス成果の把握について残されているのは，上の「状態の変

化」程度についての感知の仕方如何ということになろう 。

　感知の仕方を把握するには主観的側面と客観的側面との二通りがあることは

良く知られたところである 。その主観的側面とはいうまでもなく（サービス）成

果を享受する立場に回る消費者側を中心とするもので，それは成果の効用とく

にその質的程度についての数量的表現を与えるという手続き ・方法に帰すこと

になる 。これには，最近の消費関数論における展開とくにヘドニック ・プライ

ス（ｈｅｄｏｎｉｃ　ｐｒｉｃｅ）への関心の高まり ・妥当性からしての検証などがそれへの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
展望を示していることを指摘しておきたい。ただしここで強張したいことは ，

その市場評価との関わり方であり ，同時にそれは上述の成果感知の仕方につい

ての客観的側面とも深く関連してくることにたる 。

　サービス生産が「状態の変化」から成るとすれぱ，貯蔵 ・在庫の困難性およ

び生産者と消費者の相対取引などはその論理的な（必然）概念として含まれる

というヒノレの指摘については前述したが，これを成果（ｏｕｔｐｕｔ）の評価という

観点から見直してみると ，必ずしも市場評価としての客観的基準のひとつ（か

つ最も支配的たひとつ）と見なし得るコスト基準とサ ービス生産とが結びつき難

いということに気付かざるを得ない（ここに同種のサービスについて民間と公的な

　　　　　　　　　　　　　　　　（８９９）
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それが並存しているという実態および純粋公共財たどの概念などを説明する論拠も成立

することになるが，ここではその種の間題には深く立ち入らない）。 いいかえれぽサ

ービス生産の成果が市場価値としての評価をもっ て充全であることにはならず ，

上の主観的評価の問題とも関係して他の要素が加わらざるを得ないということ

である 。生産者余剰 ・消費者余剰という厄介た問題もここに介在することにな

る。 いまそれを成果についての数量的表現という観点でのみ論ずれば，市場が

完全にその成果を評価し得ない視野がかなり大きな都分を占めるということに

もたる（たとえぽ教育 ・医療サービスなどにおいて公平性 ・公正性などの基準の存在 ，

また生産者 ・消費者の相対協力が成果を一層高めるなど）。 これまでサービス部門の

生産性が製造都門に比べ相対的に低位であるとされてきたのは，この成果につ

いての評価基準が市場 コストもしくは価格基準に限定されてきたということに

もその原因を求めることができようし，逆にその成果のすべてを市場価値での

み評価しようとしてきたことにも大きな問題を残すことになる 。

　もちろん公平とか公正たどの基準を生産性としての成果にどのように結びつ

げて考えるかは必ずしも容易ではたいが，前述のヒルの概念整理に即していえ

ぽ， 状態の変化が何を目的 ・目標としているか，そのサービスの内容について

の細部についての数量的基礎（たとえぱ，もたらされる状態の変化が持続する時間

　　半永続的か頻度数など，または可逆的か否かなど）が必要ということになり ，サ

ーピス商品が異質性をともなうこととも関連して個別サービス部門の精査が不

可欠となる 。事実欧米にあ っては，こうした視野 ・方法からなるサーヒス個別

部門の研究が数多く手掛げられるようにたり ，その報告成果もかたりの数と部
　　　　　　　　　　　　　　　５）
門を占めるようにな ってきている 。

　なおここでは紙幅の都合もあ ってくわしくは論じ得ないが，サ ービス活動の

生産性評価という視点からは，上の成果（ｏｕｔｐｕｔ）の評価間題と並んでその言

及をはぶき得ない間題として投入（・ｎｐｕｔ）の量的かつ質的評価というそれがあ

る。 既述したように，サ ービス取引は，物質的財の場合と異なりそれを生産す

るにいたる知識 ・技術 ・方法そのものが取引の直接の対象とたるのではない 。

そうした知識 ・技術 ・方法がいわぱ人的資本ストックとなり ，それが（サービ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９００）
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ス）生産活動に動員されることにたるわげである 。この分野での研究方向とし

て　般的には「人的資本（ｈｕｍａｎ　ｃａｐ・ｔａ１）論」があり ，上の「成果（ｏｕｔｐｕｔ）」に

ついての研究方向と軌をひとつにした内容面での数量的基礎 ・表現面での充実

が望まれる 。

　なおいずれにしても ，サ ーピス部門の活動についての経済分析については ，

上述した概念整理の上に立って成果 ・投入（・ｎｐｕｔ－ｏｕｔｐｕｔ）両面での個別的な情

報データの集積が必要であることは言を侯たたい 。

　（そのための大枠の分類としてヒルは，対個人サ ービス，対企業サービスおよび政府

サーピス等につき上で紹介した概念適用を試みているが，その細部に立ち入ることは後

目に期したい）。

　　１）　 ヒックス（１９７１）は，サ ービスといえど需要されるからには効用（価値）をも

　　　ち，この点では他の物質財と区別するいわれはないとしている 。

　　２）　マーシャノレ（１９６１）の用語でもある 。

　　３）　パスカル ・ペティ（１９８６）。 なおこの見解は前述したカナシィ（１９８５）の箇所で

　　　指摘したパシネ ッティ（１９７７）によるｒ生産領域」概念と通ずるものと解される 。

　　４）　 この方向に沿う消費関数論（質的差を量的に評価する）の研究としては，ラソ

　　　カスター（１９６６），タイル（１９８０ａおよびｂ）および最近にはトリプレット（１９８３）

　　　などがあげられる 。またデートソ他（１９８０）が有益である
。

　　５）　イソマソ（１９８５）の序文文献リストに数多く掲載されている 。

　（３）サービス活動のシステム分析

　以上にみた理論上 ・概念上の整序に加えてサービス活動の計測上の困難性に

途を開く最近の研究方向として見逃せないのは，従来の産業分類としての枠組

みを越えてサービス活動全体を掌握しようと意図したシスティプティックなア

プローチ方法である 。その代表的な研究成果の例をあげれば，Ｔ．Ｍ．スタソバ

ック他（１９７９および１９８１）およびＪ ．Ｉ ．ガーシ ュニィ（１９７７ａ ，７７ｂ ，７８，８３ａお

よびｂ ，および８５）であろう 。

　まずスタソバック他（１９８１）からみると ，本稿（文献展望）ですでに紹介した

サービス活動についての概念的検討を行った後，彼らは近年のサービス活動を

活発にしている構造（ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ）と動態過程（ｄｙｎａｍｉｃ　ｐｒｏｃｅｓｓ）を以下の６つの

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９０１）
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プロックに分げることを提案している 。

プロックＡ；ネ ット ・ワーク： 交通 ・運輸と通信

ブロックＢ；専門 ・専業化と統合

ブロックＣ；都市化

ブロックＤ；知識化

ブロックＥ； 発展段階

ブロックＦ；政府部門

　まずブ ロヅクＡ（交通 ・運輸およぴ通信）は，資本主義経済が成立して以来最

も革新的進歩を遂げ，経済 ・産業杜会の発展，より具体的には企業および市場

組織に影響を与えてきたサービス部門がこれであり ，今後の関連技術の進歩が

最も大きく見込まれるとともに他ブ 艀ツク（とくにＣ）との相互関係も深い 。

市場および組織の拡大は反面プク艀 ・ミク艀 両次元で不確実性と不均衡を拡大

していくが，それを追いかげるように速度および質量各次元でこの分野でのサ

ーヒス機能は拡充していくことを予想させるブ ロヅクである（したがって成果生

産性は大）。

　ブ ロックＢ（専門 ・専業化と統合化）は，市場と組織をめぐっ て同時進行的に

作用していくサーヒス機能であり ，対個人 ・対企業両面を包含しているそれで

ある 。

　ブ ロックＣ（都市化）は，これまで規模経済を創り出し展開していくための

鍵概念（ｋｅｙ　ｃｏｎｃｅｐｔ）として作用してきたが，今後これまでの経済資源に加え

て情報の役割 ・比重拡大という展望からも生産者 ・消費者双方にまたが ってブ

ロックＢの動態化に一層拍車をかげることになる 。

　ブ ロックＤ（知識化）は科学 ・技術の体系的淀開発 ・応用を通じて経済杜会

の自律的機能 ・動態をその底流で支えることになる 。ここでは供給的機能が需

要的機能に対し先行するが，サービスにのみ絞れば企業および政府各部門への

ソフト技術サービスとしての展開がその中心とたる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９０２）
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　ブ ロックＥ（発展段階）は，活動（仕事の性椿）と組織（生産の構造）を決定す

る動因であり結果ともたる 。先進国における構成変化の端緒としてのンクナノレ

はブ ロックＣ（都市化）にあらわれるカミ（空問概念），時問的には断続的ではな

く長期にまたがる連続的た経過を通じて明確化していく 。経済杜会の構造変化

は量的要素をその動的過程で主として進行させていくが，結果としてみれぱ生

産者に対しても消費者に対してもｒサ ービス 経済」 ・ｒ庸報杜会」 ・「知識杜会」

などと表現される質的次元での新紀元が出現することになる 。

　ブ ロックＦ（政府部門）は，外部性あるいは市場の失敗（杜会的得失をめぐる）

を補完する役割を荷いつつも，そうした消極的次元に留まらず，均衡的 ・調整

的および効率的経済システムとしての径路を補正 ・誘導 ・管理していくという

積極的役割 ・機能を合わせもつ。しかしこの役割 ・機能をはたすなかで公的

（サ ーヒス）部門と私的部門との動的緊張関係が常に作用する不安定さを周辺部

にもつが，先進経済にあ って力強い安定度をもたらすには政府部門の指導性が

犬きい役割を果すとしている 。

　スタソバック他（１９８１）は，今後のサービス経済に作用する動因を中心に ，

以上のフ肩ヅク概念 ・内容でそれを把握すべきことを提唱している 。これらの

ブロック相互の関係および統合されたシステム ・メカニ ズム がどのような全体

像になるかは同著では未だ明らかにされていないが，サ ービス経済化を先進国

経済におげる望ましからざる行方として把握し勝ちた傾向からすれぽ・概念上

の駿味さを「未来学」的に残しつつもその積極的展望を得ようとする意図は明

白に読み取れる 。

　（なお，スタソバック他によるサービス部門の生産性は既述のように企業組織単位お

よび同組織内における技術革新によっ て遂行され，そこの投入 ・成果をめぐっ て発揮さ

れるとしている）。

　サーピス経済の全体像をシステム分析として把握しようとする試みでもうひ

とつの代表的研究成果としてはガーシ ュニィ（１９８３）があげられよう
。

　ガーシ ュニィは，以上に述べたスタソバックに比し，その視野は狭いが，サ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９０３）
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一ヒス経済についての概念観定は厳密であり ，かつ相互関係が明確に設計され

たシステムと評価される 。

　ガーシ ュニィはサ ービス経済について４つのカテゴリーを構成要因としてい

る。 それらはサ ーヒス
産業（ｍｄｕｓｔｒ１ｅｓ）

，サ ーヒス生産成果（ｐｒＯｄｕｃｔｓ），サ ー

ピス職業 ・職種（ｏｃｃｕｐａｔｉｏｎｓ）およびサ ービス機能（ｆｕｎｃｔｉｏｎｓ）から成る
。

　まずサービス 産業（ｍｄｕｓｔｒ１ｅｓ）として，従来の第　次およぴ第二次各産業と

区別される第三次（その内訳は統計情報の出処として従来の分類に従う）産業を取り

上げ，産業分類基準としてのサーヒス活動をまず対象とするが，その内容を

「産業」として市場組織 ・行動に依拠する分野と非市場組織 ・行動に依拠する

それとの区別を分明にする 。それによっ て公共的サービスおよび私的（セルフ）

サーヒス各部門を含む「サ ービス（産業）成果（ｓｅｒｖ・ｃｅ　ｐｒＯｄｕｃｔｓ）」の掌握ヘサ

ーヒス活動の範囲を拡張することが可能となる。一方，サーヒス職業 ・職種

（ｓｅｒｖ１ｃｅ　ｏｃｃｕｐａｔ・ｏｎｓ）を単に第三次産業にのみ限定せず，第　次および第二次

にも適用（いわゆる産 ・職マトリックスを構成）し，後者において企業組織内にお

げる管理的 ・情報機能的サービスの役割増大についてその掌握を可能とすると

同時に企業内外への内部化 ・外部化の動向およぴそこでの技術進歩が果す影

響・ 効果を計測する素地を設定する 。また同様に経済主体として企業組織にの

み限定せず，家計にまで拡張し，その人口構成からしての労働力市場への参加

（主掃労働 ・パート労働）について産 ・職概念のなかで占める位置づげ ・動向を明

らかにするとともに，その所得 ・支出をもととした市場 ・非市場各サ ーヒス生

産・ 供給 ・分配との相互関係把握 ・接続が計られる 。

　なおサ ービス活動概念を以上のように拡張することによっ て， サービス生産

成果は，単なる最終生産物としての評価に留まらず，中問生産としての評価な

いしはその役割 ・機能をもたせることが可能となる 。

　ガーシ ュニィによるサービス活動についての４番目の概念であるサービス機

能（ｆｍｃｔ１ｏｎｓ）はサ ービス活動相互問ばかりでたく ，物質的財生産の世界とサ ー

ヒス活動との相互関係を市場 ・非市場，企業 ・公共および家計内外との区分を

明確にしつつ結びつげる統合的概念として設定される 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（９０４）
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　すたわち，カ ＝■ユニィは前述したヒノレのサ ーヒス活動概念の定義と同様に経

済システムの最終生産物は財であるとサ ービスであるとを問わず最終サ ービス

機能として充足されるのであり ，フォーマルな経済によっ て生産された成果が

イソフォープノレた経済に誘導され，最終消費者（フォーマノレた経済にあ っての物的

生産考も労働 ・資本的サーピスの享受老としてこれに合まれる）の状態を変化させる

ことによっ て経済財（サーピス）としての意味をもっ てくることになる 。

　産業概念の範囲にのみサービスを限定すると ，生産成果と機能とは区別し難

くなる 。たとえぱ人は同じ機能を異なる手段（成果の享受）で充足が可能（交通 ，

コミュニヶ一シ ョソの例で輿型的にみられる）である 。生産単位としての企業は組

織内の労働サービスを資本サービスによっ て代替が可能であり ，消費単位とし

ての家計はサービスの最終成果を物的サ ービス（機能）によっ て代替可能とな

る。 これらのことはサービス（産業）の最終成果とそのサ ービス機能とを概念

上区別しておかなげれぱならないことを物語 っている 。

　ガーシ ュニィは，存在はすべて目的論的に構造 ・機能によっ て論拠づけられ

るものではたいとしつつも，ある種の機能は構造を変えていく作用を果す（た

とえぱ具体帥こは耐久消費財が杜会構造およびその変化に与える影響など）ことを無視

はできないとし，経済過程にあ っては，不揚則的ながらこの種の変化を数多く

経験しているし，戦後の杜会経済におげる構造およびその変化で最も大きなも

のはこのサ ービス機能のそれであ ったし，また今後もあるであろうとしている 。

　サーピス経済についてのこれまでの研究の多くは，サ ービス（活動）現象に

おげる異った次元の（４つの）諸概念を明確に区別せず，むしろ混同してきた

ことに進展がはかばかしくなかった大半の責が帰せられるとし，ガーシ ュニィ

は上述した４つの諸概念およびその相互関係を要約して以下のように記してい

る。

　　「　サーヒス従業者は，労働人口の一部として個人的には情報操作，感知

　し得たい労働もしくは他の非生産雇用に従事している 。産業分類にあ ってサ

　ーヒス産業は比較的つかの間の非物質的成果の生産を主とする制度機構一連

　から構成されるが，同種の全雇用の職業の一部を成すにすぎない。同様に ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９０５）
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つかの間の非物質的成果はサーヒス活動生産として定義されるが，サ ーヒス

産業とは，ある種のサ ーヒス商品は製造工業によっ て生産 ・販売され，ある

種のサービス産業の成果は製造工業品に体化されているという二つの理由に

よっ て区別されなければならない。しめくくりとしては，すべての最終的機

能概念はサービスとみなすことができ，それは生産およぴ生産物の過程 ・連

鎖の最終段階すなわち消費の瞬間に物質的なものは非物質化されるというこ

とで論証される…… 。」

　ガーシ ュニィはサ ービス活動（および同現象）について以上のような概念区別

・設定を行い，主として統計的数値を得られる産業 ・職業におげる西欧諸国の

近年におげる動態変化を実証するとともに，４つの概念の相互システム関連図

を作成し，サ ービス活動部門におげる技術進歩が各概念問にどのように作用し
，

影響 ・効果を及ぼし合うかシステム 関連図を作成し，多次元的た考察を行って

いる 。カーンユニィのンステム分析は，その相互関連として全ての概念間を数

値清報を接続したものではなく ，いうなれば未完成な設計剛こ留まっ ているが ，

今後将来のサ ーヒス経済化がその分野での技術革新（主として情報技術のそれ）

をはじめ，それへの動因を合めて杜会的変化（ガーンユニィはその過程を杜会革新

一ｓｏｃ・ａ１・ｍｏｖａｔ・ｏｎと称している）として繕果するその方向を充分予知させるに

足る成果を上げていると評価できるものであり ，それが可能とたり ，ある程度

とはい っても成功を収めているのは，ここで紹介した概念設定が従来の分析枠

組みにのみ留まらない，より包括的かつ体系的たそれによるものと評し得よう 。

これからのサ ービス活動についての分析フレームにひとつの範例とたることは

疑いない 。
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　　　　　　　ａｎｄ　　　（１９８０） ，“Ａ　Ｃｏｍｐａｒａｔ１ｖｅ　Ａｎａ１ｙｓ１ｓ　ｏｆ　Ｉｎｄｕｓｔｒ１ａ１Ｇｒｏｗｔｈ（Ｒ　Ｃ　Ｏ

　　　　Ｍａｔｈｅｗｓ　ｅｄ．Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｇｒｏｗｔｈ　ａｎｄ　Ｒｅｓｏｕｒｃｅｓ　Ｖｏ１．２，Ｔｒｅｎｄｓ　ａｎｄ　Ｆａｃｔｏｒｓ
，

　　　　Ｐｒｏｃｅｅｄｉｎｇｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｆｉｆｔｈ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｃｏｎｇｒｅｓｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｎａ１Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ａｓｓｏ
－

　　　　ｃ１ａｔ１ｏｎ　ｈｅ１ｄ　ｍ　Ｔｏｋｙｏ，Ｊａｐａｎ，Ｍａｃｍ１１１ａｎ 所収）

　　　　　　　ａｎｄ　Ｌａｎｃｅ　Ｔａｙｌｏｒ（１９６８） ，‘ Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ｐａｔｔｅｍｓ　Ａｍｏｎｇ　Ｃｏｕｎｔｒ１ｅｓ　ａｎｄ

　　　　Ｏｖｅｒ　Ｔ１ｍｅ ”， Ｔｈｅ　Ｒｅｖ１ｅｗ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ　ａｎｄ　Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｃｓ，Ｎｏｖｅｍｂｅｒ

　　　　　　　ａｎｄ　Ｔｕｎｅｈ１ｋｏ　Ｗａｔａｎａｂｅ　（１９５８） ，　 “Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｃｏｍｐａｒ１ｓｏｎｓ　ｏｆ　ｔｈｅ

　　　　Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ　ｏｆ　Ｐｒｏｄｕｃｔ１ｏｎ ”， Ｅｃｏｎｏｍｅｔｒ１ｃａ　Ｏｃｔｏｂｅｒ（渡都経彦『数量経済分析』創

　　　　文杜，１９７０所収）
．

Ｃ１ａｒｋ，Ｃｏ１ｍ（１９４０） ，Ｔｈｅ　Ｃｏｎｄ１ｔ１ｏｎｓ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｐｒｏｇｒｅｓｓ，ｔｈ１ｒｄ　ｅｄ１ｔ１ｏｎ，Ｍａｃ －

　　　　ｍ１１１ａｎ（大川一司 ・小原敬士 ・高橋長太郎 ・山田雄一訳編『経済進歩の諸条件』上

　　　　　 ・下，勤草書房，１９５３ ・５５）
．

Ｄｅａｔｏｎ，Ａｎｇｕｓ　ａｎｄ　Ｊ　Ｍｕｅ１１ｂａｕｅｒ（１９８０） ，Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ　ａｎｄ　Ｃｏｎｓｕｍｅｒ　Ｂｅｈａｖ１ｏｒ
・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９０７）



　　１５８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３５巻 ・第５号）

　　　　　Ｃａｍｂｒｉｄｇｅ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ　Ｐｒｅｓｓ
．

Ｄｅｎ１ｓｏｎ，Ｅｄｗａｒｄ　Ｆ　（１９７３） ，　 “Ｔｈｅ　Ｓｈ１ｆｔ　ｔｏ　Ｓｅｒｖ１ｃｅｓ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｒａｔｅ　ｏｆ　Ｐｒｏｄｕｃｔ１ｖ１ｔｙ

　　　　　Ｃｈａｎｇｅ ９， Ｓｕｒｖｅｙ　ｏｆ　Ｃｕｒｒｅｎｔ　Ｂｕｓ１ｎｅｓｓ，Ｏｃｔｏｂｅｒ

　　　　　　　　（１９８４） ，”ＡｃｃｏｍｔｍｇｆｏｒＳ１ｏｗｅｒＥｃｏｎｏｍ１ｃ Ｇｒｏｗｔｈ ，ＡｎＵｐｄａｔｅ ”。

（ＪＷ

　　　　　Ｋｅｎｄｎｃｋ　ｅｄ　後掲書所収）

江見康一（１９７３） ，ｒ１Ｖ．サ ービス産業　１．

サービス産業と雇用」（篠原 ・馬場編後掲書

　　　　　所収）
．

Ｆ１ｓｈｅｒ，Ａｌ１ａｎ　Ｇ　Ｂ　（１９３９） ，“ Ｐｒｏｄｕｃｔ１ｏｎ，Ｐｎｍａｒｙ，Ｓｅｃｏｎｄａｒｙ　ａｎｄ　Ｔｅｒｔ１ａｒｙ ”， Ｅｃｏ
－

　　　　　ｎｏｍｉｃ　Ｒｅｃｏｒｄ，Ｊｕｎｅ
．

　　　　　　　（１９５２） ，“Ａ　Ｎｏｔｅ　ｏｎ　Ｔｅｒｔ１ａｒｙ　Ｐｒｏｄｕｃｔ１ｏｎ ”， Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｊｏｕｍａ１，Ｄｅｃｅｍｂｅｒ

　　　　　　　（１９５４） ，‘ Ｍａｒｋｅｔ１ｎｇ　Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ　ａｎｄ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ｃｏｍｍｅｎｔ”

　　　　Ｑｕａｒｔｅｒ１ｙ　Ｊｏｕｍａ１ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ，Ｆｅｂｒｕｒａｒｙ

Ｆ１ｓｈｅｒ・Ｉｒｖｍｇ（１９０６） ，Ｔｈｅ　Ｎａｔｕｒｅ　ｏｆ　Ｃａｐ１ｔａ１ａｎｄ　Ｉｎｃｏｍｅ，Ｍａｃｍ１１ａｎ（横山昌次郎

　　　　訳ｒ資本及収入論』大目本文明協会，１９１３）
．

Ｆｏｏｔｅ，Ｎｅ１ｓｏｎ　Ｎ　 ａｎｄ　Ｐａｕ１Ｋ　Ｈａｔｔ（１９５３） ，Ｓｏｃ１ａ１］〉［ｏｂ１１１ｔｙ　ａｎｄ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ａｄ
－

　　　　ｖａｎｃｅｍｅｎｔ” Ａｍｅｒ１ｃａｎ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｒｅｖｌｅｗ，１Ｍａｙ

Ｆｕｃｈｓ，Ｖ１ｃｔｏｒ　Ｒ　（１９６５） ，　Ｔｈｅ　Ｇｒｏｗｍｇ　Ｉｍｐｏｒｔａｎｃｅ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｓｅｒｖ１ｃｅ　Ｉｎｄｕｓｔｎｅｓ
，

　　　　Ｎａｔ１ｏｎａ１Ｂｕｒｅａｕ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ

　　　　　　　（１９６８） ，Ｔｈｅ　Ｓｅｒｖ１ｃｅ　Ｅｃｏｎｏｍｙ，Ｎａｔ１ｏｎａｌ　Ｂｕｒｅａｕ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｒｅａｓｅａｒｃｈ

　　　　（江見康一訳ｒサ ーピスの経済学』目本経済新聞杜，１９７４）
．

　　　　　　　ｅｄ　（１９６９） ，Ｐｒｏｄｕｃｔ１ｏｎ　ａｎｄ　Ｐｒｏｄｕｃｔｌｖ１ｔｙ１ｎ　ｔｈｅ　Ｓｅｒｖ１ｃｅ　Ｉｎｄｕｓｔｒ１ｅｓ，Ｎａ＋１０ｎａ１

　　　　Ｂｕｒｅａｌｌ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ

　　　　　　　（１９８１） ，“Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｇｒｏｗｔｈ　ａｎｄ　Ｒ１ｓｅ　ｏｆ　Ｓｅｒｖ１ｃｅ　Ｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ９ （Ｈｅｒｂｅｒｔ

　　　　Ｇ１ｅｒｓｃｈ　ｅｄ ，Ｔｏｗａｒｄｓ　ａ口Ｅｘｐ１ａｎａｔ１ｏｎ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｇｒｏｗｔｈ－Ｓｙｍｐｏｓ１ｕｍ１９８０
，

　　　　Ｉｎｓｔ１ｔｕｔ　ｆｕｒ　Ｗｅ１ｔｗ１ｒｔｓｃｈａｆｔ　ａｎ　ｄｅｒ　Ｕｎ１ｖｅｒｓ１ｔａｔ　Ｋ１ｅ１所収）

Ｇａｌｂｒａ１ｔｈ・Ｋｅｎｎｅａｔｈ（１９５８） ，Ｔｈｅ　Ａ租ｕｅｎｔ　Ｓ１ｃ１ｅｔｙ，Ｈａｍ１ｓｈ　Ｈａｍ１１ｔｏｎ　（鈴木哲太郎

　　　　訳『豊かな杜会』岩波書店，１９６０）

Ｇｅｒｓｈｕｎｙ，Ｊｏｎａｔｈａｎ　Ｉ　（１９７８） ，　Ａｆｔｅｒ　Ｉｎｄｕｓｔｎａ１Ｓｏｃ１ｅｔｙ？　Ｔｈｅ　Ｅｍｅｒｇｌｎｇ　Ｓｅ１ｆ－

　　　　 ｓｅｒｖ１ｃｅ　Ｅｃｏｎｏｍｙ，Ｍａｃｍ１１１ａｎ

　　　　　　　（１９８２） ，‘ Ｇｏｏｄｓ　Ｒｅｐ１ａｃｍｇ　Ｓｅｒｖ１ｃｅｓ　Ｓｏｍｅ　Ｉｍｐ１１ｃａｔ１ｏｎｓ　ｆｏｒ　Ｅ血ｐｌｏｙｍｅｎｔ”

　　　　（Ｙｏｓｈ１ｈ１ｒｏ　Ｋｏｇａｎｅ　ｅｄ ，Ｃｈａｎｇ１ｎｇ　Ｖａｌｕｅ　Ｐａｔｔｅｍｓ　ａｎｄ　ｔｈｅ１ｒ　Ｉｍｐａｃｔ　ｏｎ　Ｅｃｏ
－

　　　　ｎｏｍ１ｃ　Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ，Ｕｎ１ｖｅｒｓ１ｔｙ　ｏｆ　Ｔｏｋｙｏ　Ｐｒｅｓｓ 所収）

　　　　　　　（１９８３） ，Ｓｏｃ１ａ１Ｉｍｏｖａｔ１ｏｎ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｄ１ｖ１ｓ１ｏｎ　ｏｆ　Ｌａｂｏｕｒ，Ｏｘｆｏｒｄ　Ｕｎ１ｖｅｒｓ１ｔｙ

　　　　Ｐｒｅｓｓ
．

　　　　　　　（１９８５） ，６ Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　ａｎｄ　ｃｈａｎｇｅ１ｎ　ｔｈｅ　ｍｏｄｅ　ｏｆ　ｐｒｏｖ１ｓ１ｏｎ　ｏｆ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９０８）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　サ ーヒス経済論の系譜的展望（鈴木）　　　　　　　　　　　１５９

　　　　
ｓｅｒｖ１ｃｅｓ

”， （Ｎａｎｎｅｋｅ　Ｒｅｄｃ１１ｆｔ　ａｎｄ　Ｅｎｚｏ　Ｍ１ｎｇ１ｏｎｅ　ｅｄｓ ，Ｂｅｙｏｕｎｄ　Ｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ
，

　　　　Ｈｏｕｓｅｈｏ１ｄ，Ｇｅｎｄｅｒ　ａｎｄ　Ｓｕｂｓ１ｓｔｅｎｃｅ 所収）

　　　　　　　ａｎｄ　Ｉａｎ　Ｄ　Ｍ１１ｅｓ（１９８３） ，Ｔｈｅ　Ｎｅｗ　Ｓｅｒｖ１ｃｅ　Ｅｃｏｎｏｍｙ－Ｔｈｅ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍａｔ１ｏｎ

　　　　ｏｆ　Ｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ１ｎ　Ｉｎｄｕｓｔｎａ１Ｓｏｃ１ｅｔ１ｅｓ　Ｆｒａｎｃｅｓ　Ｐ１ｎｔｅｒ

Ｈｉｃｋｓ，Ｊｏｈｎ　Ｒ．（１９７１） ，Ｔｈｅ　Ｓｏｃｉａ１Ｆｒａｍｅｗｏｒｋ，ｆｏｒｔｈ　Ｅｄｉｔｉｏｎ，Ｏｘｆｏｒｄ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ

　　　　Ｐｒｅｓｓ（酒井正三郎訳『第四版経済の杜会的構造一経済学入門』同文館，１９８５）
．

Ｈｉ１１，Ｔ．Ｃ．（１９７７） ，“ Ｏｎ　Ｇｏｏｄｓ　ａｎｄ　Ｓｅｒｖｉｃｅｓ ”， Ｒｅｖｉｅｗ　ｏｆ　Ｉｎｃｏｍｅ　ａｎｄ　Ｗｅａ１ｔｈ
，

　　　　Ｄｅｃｅｍｂｅｒ

　　　　　　　（１９７９） ，“ Ｄｏ　Ｉｔ　Ｙｏｕｒｓｅｆ　ａｎｄ　ＧＤＰ ”， Ｒｅｖｉｅｗ　ｏｆ　Ｉｎｃｏｍｅ　ａｎｄ　Ｗｅａ１ｔｈ，Ｍａｒｃｈ
．

Ｈｏ１ｍｓｔｒｏｍ，Ｂｅｎｇｔ（１９８５） ，“ Ｔｈｅ　ｐｒｏｖ１ｓ１ｏｎ　ｏｆ　ｓｅｒｖ１ｃｅｓ　ｍ　ｍａｒｋｅｔ　ｅｃｏｎｏｍｙ ”， （Ｉｎｒｎａｎ

　　　　ｅｄ　後掲書所収）

Ｉｎｍａｎ，Ｒｏｂｅｒｔ　Ｐ　 ｅｄ　（１９８５） ，　Ｍａｎａｇｍｇ　ｔｈｅ　Ｓｅｒｖ１ｃｅ　Ｅｃｏｎｏｍｙ　Ｐｒｏｓｐｅｃｔｓ　ａｎｄ

　　　　Ｐｒｏｂ１ｅｍｓ
，一

Ｅｓｓａｙｓ　ｃｏｍｍ１ｓｓ１ｏｎｅｄ　ｆｏｒ　ｔｈｅ　ｍａｕｇｕｒａ１ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｆ１ｓｈｍａｎ－

　　　　Ｄａｖｉｄｓｏｎ　Ｃｅｎｔｅｒ　ｆｏｒ　ｔｈｅ　Ｓｔｕｄｙ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｓｅｒｖｉｃｅ　Ｓｅｃｔｏｒ，Ｗｈａｒｔｏｎ　Ｓｃｈｏｏ１，Ｕ
ｎｉ－

　　　　ｖｅｒｓｉｔｙ　ｏｆ　Ｐｅｎｎｓｙ１ｖａｎｉａ，Ｃａｍｂｒｉｄｇｅ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ　Ｐｒｅｓｓ
．

Ｋａｔｏｕｚｉａｎ ，１〉［．Ａ．Ｈｏｍａｙｏｕｎ（１９７０） ，‘ Ｔｈｅ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｓｅｒｖｉｃｅ　Ｓｅｃｔｏｒ： Ａ

　　　　Ｎｅｗ　Ａｐｐｒｏａｃｈ ”， Ｏｘｆｏｒｄ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｐａｐｅｒｓ，Ｎｏｖｅｍｂｅｒ
．

Ｋｅｎｄｎｃｋ，ＪｏｈｎＷｅｄ（１９８４） ，Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｃｏｍｐａｒ１ｓｏｎｓｏｆＰｒｏｄｕｃｔ１ｖ１ｔｙａｎｄ

　　　　Ｃａｕｓｅｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｓ１ｏｗｄｏｗｎ，Ｂａｌ１ｍｇｅｒ

　　　　　　　（１９８５） ，“ Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ　ｏｆ　ｏｕｔｐｕｔ　ａｎｄ　ｐｒｏｄｕｃｔ１ｖ１ｔｙ１ｎ　ｔｈｅ　ｓｅｒｖ１ｃｅ　ｓｅｃｔｏｒ ”，

　　　　（Ｉｎｍａｎ　ｅｄ　 目１」掲書所収）

Ｋｅｎｅｓｓｙ，Ｚｏ１ｔａｎ（１９８５） ，　 “Ｔｈｅ　Ｐｒｉｍａｒｙ，　Ｓｅｃｏｎｄａｒｙ，　Ｔｅｒｔｉａｒｙ　ａｎｄ　Ｑｕａｒｔｅｒｎａｒｙ

　　　　Ｓｅｃｔｏｒｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｅｃｏｎｏｍｙ ”， Ｐｒｅｓｅｎｔｅｄ　ｔｏ　Ｓｅｓｓ１ｏｎ６　（Ｔｈｅ　Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｓｅｒ
－

　　　　ｖｉｃｅｓ） ，ｉｎ　ｔｈｅ１９ｔｈ　Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ　ｏｆ　Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｎａ１Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ　ｆｏｒ　Ｒｅｓｅ
－

　　　　ａｒｃｈ　ｉｎ　Ｉｎｃｏｍｅ　ａｎｄ　Ｗｅａ１ｔｈ，Ｎｏｏｒｄｗｉｊｋｅｒｈｏｕｔ，Ｎｅｔｈｅｒ１ａｎｄｓ
．

Ｋｒａｖ１ｓ，Ｉｒｖｍｇ　Ｂ　（１９８５） ，‘ Ｓｅｒｖ１ｃｅｓ１ｎ　ｗｏｒ１ｄ　ｔｒａｎｓａｃｔ１ｏｎｓ ”， （Ｉｎｍａｎ　ｅｄ　前掲書

　　　　所収）
．

Ｋｒａｖｉｓ，Ｉｒｖｉｎｇ　Ｂ
．，

Ａ１ａｎ　Ｗ．Ｈｅｓｔｏｎ＆Ｒｏｂｅｒｔ　Ｓｕｍｍｅｒｓ（１９７８ａ） ，“Ｒｅａ１ＧＤＰ　ｐｅｒ

　　　　ｃａｐ１ｔａ　ｆｏｒ　ｍｏｒｅ　ｔｈａｎ　ｏｎｅ　ｈｕｎｄｒｅｄ　ｃｏｕｎｔｒ１ｅｓ ”， Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｊｏｕｍａｌ　Ｊｕｎｅ

Ｋｒａｖｌｓ，Ｉｒｖｍｇ　Ｂ　 ｅｔ　ａ１　（１９７５ ．’ ７８ｂ ．’ ８２） ，　Ｕｎ１ｔｅｄ　Ｎａｔ１ｏｎｓ　Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１　Ｃｏｍ
－

　　　　Ｐａｒｉｓｏｎ　Ｐｒｏｊｅｃｔ，Ｐｈａｓｅ　Ｉ，ＩＩ ，ＩＩＩ ，Ｊｏｈｎ　Ｈｏｐｋｉｎｓ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ　Ｐｒｅｓｓ
．

　　　　　　　（１９８３） ，“ Ｔｈｅ　Ｓｈａｒｅ　ｏｆ　Ｓｅｒｖｉｃｅｓ　ｉｎ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｇｒｏｗｔｈ ”， （Ｆ．Ｇｅｒａｒｄ　Ａｄａｍｓ

　　　　ａｎｄ　Ｂｅｎｔ　Ｇ． Ｈｉｃｋｍａｎ　ｅｄｓ
．，

Ｇ１ｏｂａ１Ｅｃｏｎｏｍｅｔｒｉｃｓ　＿　Ｅｓｓａｙｓ　ｉｎ　Ｈｏｎｏｒ　ｏｆ

　　　　Ｌａｗｒｅｎｃｅ　Ｒ　Ｋｌｅ１ｎ，１〉［Ｉ　Ｔ　Ｕｎ１ｖｅｒｓ１ｔｙ　Ｐｒｅｓｓ 所収）

公文俊平監修 ・通商産業省産業政策局サービス産業官付編 ・著（１９８５），『ハイブリッド ・

　　　　　イノベーシ ョソーサ ービス産業新時代一』通商産業調査会 ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９０９）



１６０　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３５巻 ・第５号）

桑原靖夫（１９８１），ｒ製造業都門におげるサービス経済化進展のメカニ ズム」（雇用促進事

　　業団職業研究所 ・統計研究『第３次産業におげる雇用問題に関する総合的研究』結

　　果報告書所収）

Ｋｕｚｎｅｔｓ，Ｓ１ｍｏｎ（１９５７） ，‘ Ｑｕａｎｔ１ｔａｔ１ｖｅ　Ａｓｐｅｃｔｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｇｒｏｗｔｈ　ｏｆ　Ｎａｔ１ｏｎｓ

　　ＩＩ　Ｉｎｄｕｓｔｒ１ａ１Ｄ１ｓｔｒ１ｂｕｔ１ｏｎ　ｏｆ　Ｎａｔ１ｏｎａ１Ｐｒｏｄｕｃｔ　ａｎｄ　Ｌａｂｏｒ　Ｆｏｒｃｅ ”， Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ

　　Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ　ａｎｄ　Ｃｕ１ｔｕｒａ１Ｃｈａｎｇｅ，Ｓｕｐｐｌｅｍｅｎｔ　ｔｏ　Ｊｕ１ｙ

　　　　（１９５９） ，Ｓ１ｘＬｅｃｔｕｒｅｓｏｎＥｃｏｎｏｍ１ｃＧｒｏｗｔｈ，ＴｈｅＦｒｅｅＰｒｅｓｓ（長谷部亮訳

　　『経済成長一六つの講義』巌松堂出版，１９６１）
．

　＿（１９６４） ，Ｐｏｓｔｗａｒ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｇｒｏｗｔｈ＿Ｆｏｕｒ　Ｌｅｃｔｕｒｅｓ，Ｈａｒｖａｒｄ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ

　　Ｐｒｅｓｓ（山田雄ゴ ・長谷部亮訳『戦後の経済成長』岩波書店，１９６６）

　一（１９６６），Ｍｏｄｅｍ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｇｒｏｗｔｈ，Ｙａ１ｅ　Ｕｎ１ｖｅｒｓ１ｔｙ　Ｐｒｅｓｓ（塩野谷祐一訳

　　『近代経済成長の分析上 ・下』東洋経済新報杜，１９６８）
．

　一（１９７１） ，Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｇｒｏｗｔｈ　ｏｆ　Ｎａｔ１ｏｎｓ，Ｙａ１ｅ　Ｕｎ１ｖｅｒｓ１ｔｙ　Ｐｒｅｓｓ（西川俊作 ・

　　戸田泰訳『諸国民の経済成長』タイヤモソド杜，１９７７）

Ｌａｎｃａｓｔｅｒ，Ｋｅ１ｖ１ｎ　Ｊ　（１９６６） ，“Ａ　Ｎｅｗ　ＡｐＰｒｏａｃｈ　ｔｏ　Ｃｏｎｓｕｍｅｒ　Ｔｈｅｏｒｙ ９， Ｊｏｕｒｎａ１ｏｆ

　Ｐｏ１１ｔ１ｃａ１Ｅｃｏｎｏｍｙ，Ａｐｎｌ

Ｌｅｎｇｅｕ６，Ｍｌａｕｒ１ｃｅ　（１９８０） ，　 “Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｓｅｒｖ１ｃｅ　Ｓｅｃｔｏｒ　ｍ　Ｏ　Ｅ　Ｃ　Ｄ

　　Ｃｏｕｎｔｒ１ｅｓ　 Ｅｃｏｎｏｍ１ｃＩｍｐ１１ｃａｔ１ｏｎｓ ”， （ＩｒｖｍｇＬｅｖｅｓｏｎａｎｄＪｍｍｙＷＷｈｅｅ１ｅｒｅｄｓ
，

　　Ｗｅｓｔｅｍ　Ｅｃｏｎｏｍｅｓ１ｎ　Ｔｒａｎｓ１ｔ１ｏｎ　Ｓｔｒｕｃｔｕｒａ１Ｃｈａｎｇｅ　ａｎｄ　Ａｄｊｕｓｔｍｅｎｔ　Ｐｏ１１ｃ１ｅｓ

　　 １ｎ　Ｉｎｄｕｓｔｒ１ａ１Ｃｏｕｎｔｒ１ｅｓ，Ｈｕｄｓｏｎ　Ｉｎｓｔ１ｔｕｔｅ　Ｓｔｕｄ１ｅｓ　ｏｎ　ｔｈｅ　Ｐｒｏｓｐｅｃｔｓ　ｆｏｒ　Ｍａｎ
－

　　ｋｍｄ所収）

Ｌｅｖｅｓｏｎ，Ｉｒｖｉｎ９（１９８５） ，‘ Ｓｅｒｖｉｃｅｓ　ｉｎ　ｔｈｅ　Ｕ．Ｓ
．ｅｃｏｎｏｍｙ

”， （Ｉｎｍａｎ　ｅｄ．前掲書所収） ．

Ｌｙｎｃｈ，Ｌ　Ｋ　 ａｎｄ　Ｅ　Ｌ　Ｒｅｄｍａｎ（１９６８） ，“ Ｍａｃｒｏｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ　ｏｆ　Ｕｎｂａｌａｎｃｅｄ　Ｇｒｏｗｔｈ

　　Ｃｏｍｍｅｎｔ” Ａｍｅｒ１ｃａｎ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｒｅｖ１ｅｗ，Ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ

Ｍａｃｈ１ｕｐ，Ｆｒ１ｔｚ（１９６２） ，Ｔｈｅ　Ｐｒｏｄｕｃｔ１ｏｎ　ａｎｄ　Ｄ１ｓｔｒ１ｂｕｔ１ｏｎ　ｏｆ　Ｋｎｏｗ１ｅｄｇｅ　ｍ　ｔｈｅ

　　Ｕｍｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ，Ｐｒｍｃｅｔｏｎ　Ｕｍｖｅｒｓ１ｔｙ　Ｐｒｅｓｓ（高橋達男 ・木田宏訳『知識産業一知

　　識の生産と流通の経済分析』産業能率短期大学出版都，１９６９）

　　　　（１９８０，’８２，’８４） ，　Ｋｎｏｗ１ｅｄｇｅ　Ｉｔｓ　Ｃｒｅａｔ１ｏｎ，Ｄ１ｓｔｒ１ｂｕｔ１ｏｎ ＆Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｓ１ｇ
－

　　ｍｉｃａｎｃｅ，Ｖｏ１１　Ｋｎｏｗ１ｅｄｇｅ＆Ｋｎｏｗ１ｅｄｇｅ　Ｐｒｏｄｕｃｔ１ｏｎ，Ｖｏ１２　Ｔｈｅ　Ｂｒａｎｃｈｅｓ

　　 ｏｆ　Ｌｅａｒｎｍｇ，　Ｖｏ１３　Ｔｈｅ　Ｅｃｏｎｏｍｌｃｓ　ｏｆ　Ｉｎｆｏｒｍａｔ１ｏｎ　＆　Ｈｕｍａｎ　Ｃａｐ１ｔａｌ
，

　　Ｐｒｍｃｅｔｏｎ　Ｕｎ１ｖｅｒｓ１ｔｙ　Ｐｒｅｓｓ

Ｍａｄｄ１ｓｏｎ，Ａｎｇｕｓ（１９８０） ，‘Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｇｒｏｗｔｈ　ａｎｄ　Ｓｔｒｕｃｔｕｒａ１Ｃｈａｎｇｅ１ｎ　ｔｈｅ　Ａｄ
－

　　 ｖａｎｃｅｄ　Ｃｏｍｔｎｅｓ ”， （Ｌｅｖｅｓｏｎ　ｅｔ　ａ１ｅｄｓ　則掲書所収）

Ｍａｒｓｈａユ１，Ａ１ｆｒｅｄ（１９６１） ，Ｐｍｃ１ｐ１ｅｓ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ，Ｍａｃｍ１１１ａｎ（馬場啓之助訳ｒマー

　　 ンヤル経済学原理Ｉ』東洋経済新報杜，１９６５）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９１０）



　　　　　　　　　　　　サーヒス経済論の系譜的展望（鈴木）　　　　　　　　　　　１６１

Ｍａｒｘ・Ｋａｒ１（１８９０） ，Ｄａｓ　Ｋａｐ１ｔａ１ｔｈｅ　ｆｏｒｔｈ　ｅｄ１ｔ１ｏｎ，Ｍ　Ｅ　Ｌ　Ｉｎｓｔ１ｔｕｔｅ（長谷部文雄

　　訳『資本論第二部３』青木書店，１９５４）

Ｍ１ｌ１，ＪｏｈｎＳ（１８４８） ，Ｐｒ１ｎｃ１ｐｌｅｓｏｆＰｏ１１ｔ１ｃａｌＥｃｏｎｏｍｙ，Ｖｏ１１ ，ｔｈ１ｒｄｅｄ１ｔ１ｏｎ，ＪＷ

　　 Ｐａｒｋｅｒ＆Ｓｏｎ（末永茂骨訳『ミル経済学原理』Ｈ，岩波文庫　１９５９）

宮沢健一（１９６３），ｒ経済構造の連関分析』東洋経済新報杜 ．

　　　　（１９７３） ，ｒ 　Ｉ

．序説１．産業構造の一般的経済法則（および）２．構造変化の動

　　因と産業機構」（篠原 ・馬場編，後掲書所収） ．

Ｍｏｍ１ｇ１１ａｎｏ，Ｆ　ａｎｄ　Ｄ　Ｓｍ１ｓｃａｌｃｏ（１９８２） ，‘ Ｔｈｅ　Ｇｒｏｗｔｈ　ｏｆ　Ｓｅｒｖ１ｃｅ　Ｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ

　　Ａ　Ｒｅａｐｐｒａ１ｓａ１” Ｂａｎｃｏ　Ｎａｚｌａｎａ１ｅ　ｄｅ１Ｌａｖｏｒｏ　Ｑｕａれａｒ１ｙ　Ｒｅｖ１ｅｗ

村上泰亮 ・高島忠（１９７３），□Ｖ．サービス特業　２．目本の情報産業」（篠原 ・馬場編 ，

　　後掲書所収） ．

Ｎｏｒｔｈ，Ｄｏｕｇ１ａｓＣ（１９８１） ，Ｓｔｒｕｃｔｕｒａ１Ｃｈａｎｇｅ１ｎ Ｅｃｏｎｏｍ１ｃＨ１ｓｔｏｒｙ，ＷＷＮｏｒｔｏｎ

大川一司（１９６２），ｒ目本経済分析一成長と構造』春秋杜 ．

大蔵省（１９８５～），『ソフトノミックス ・フォローア ップ研究会報告書』大蔵省印刷局 。

Ｐａｓｓｍｅｔｔ１，Ｌｕ１ｇ１ Ｌ　（１９７７） ，Ｌｅｃｔｕｒｅｓ　ｏｎ　ｔｈｅ　Ｔｈｅｏｒｙ　ｏｆ　Ｐｒｏｄｕｃｔ１ｏｎ，Ｃｏ１ｕｍｂ１ａ　Ｕｍ
－

　　 ｖｅｒｓｉｔｙ　Ｐｒｅｓｓ
．

Ｐｅｔｉｔ ，Ｐａｓｃａ１（１９８６） ，Ｓ１ｏｗ　Ｇｒｏｗｔｈ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｓｅｒｖｉｃｅ　Ｅｃｏｎｏｍｙ，Ｆｒａｎｃｅｓ　Ｐｉｎｔｅｒ
－

Ｐｅｔｔｙ，Ｗ１１１１ａｍｓ（１６９０） ，Ｐｏ１１ｔ１ｃａ１Ａｎｔｈｍｅｔ１ｃｋ，Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ　ａｔ　ｔｈｅ　Ｕｍｖｅｒｓ１ｔｙ　Ｐｒｅｓｓ

　　（１８８９）（大内兵衛 ・松川七郎訳ｒ政治算術』岩波文庫，１９５５）
．

Ｒ１ｅｓｍａｎ，Ｄａｖ１ｄ（１９６１） ，Ｔｈｅ　Ｌｏｎｅ１ｙ　Ｃｒｏｗｄ　Ａ－ｓｔｕｄｙ　ｏｆ　ｔｈｅ　ｃｈａｎｇ１ｎｇ　Ａｍｅｒ１ｃａｎ

　　 ｃｈａ「ａｃｔｅｒ，Ｙａ１ｅ　Ｕｎ１ｖｅｒｓ１ｔｙ　Ｐｒｅｓｓ（加藤秀俊訳『孤独な群象』みすず書房，１９６４）

　　　　（１９６４） ，Ａｂｕｎｄａｎｃｅ　ｆｏｒ　Ｗｈａｔ？，Ｄｏｕｂ１ｅｄａｙ（加藤秀俊訳『何のための豊かさ』

　　みすず書房，１９６８）
．

Ｒｏｓｔｏｗ，Ｗａ１ｔＷ（１９５３） ，ＴｈｅＰｒｏｃｅｓｓｏｆＥｃｏｎｏｍ１ｃＧｒｏｗｔｈ，ＯｘｆｏｒｄＵｎ１ｖｅｒｓ１ｔｙ

　　Ｐｒｅｓｓ（酒井正三郎他訳『経済成長の過程』東洋経済新報杜，１９６５）

　　　　（１９６０） ，Ｔｈｅ　Ｓｔａｇｅｓ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｇｒｏｗｔｈ，Ａ　Ｎｏｎ＿Ｃｏｍｍｕｎ１ｓｔ　Ｍａｎ１ｆｅｓｔｏ
，

　　Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ　Ｕｎｌｖｅｒｓ１ｔｙ　Ｐｒｅｓｓ（木村健康 ・久保まち子 ・村上泰亮訳『経済成長の

　　諸段階』ダイヤモソド杜，１９６１）
．

Ｓａｘｏｎｈｏｕｓｅ，Ｇａｒｙ　Ｒ　（１９８５） ，‘Ｓｅ〃１ｃｅｓ　ｍ　ｔｈｅ　Ｊａｐａｎｅｓｅ　ｅｃｏｎｏｍｙ ”， （Ｉｎｍａｎ　ｅｄ

　　前掲書所収） ．

Ｓｅｎ１ｏｒ，ＮａｓｓｏｒＷ（１８６３） ，Ａｎ Ｏｕｔ１ｍｅｏｆｔｈｅＳｃ１ｅｎｃｅｏｆＰｏ１１ｔ１ｃａ１Ｅｃｏｎｏｍｙ
，

　　Ｃｈａｒ１ｅｓ　Ｇｒ欄ｎ（高橋誠一郎 ・浜田恒訳『セニォア経済学』岩波書店，１９２９）

Ｓｈｅ１ｐ ，Ｒｏｎａ１ｄＫ（１９８１） ，ＢｅｙｏｎｄＩｎｄｕｓｔｒ１ａ１１ｚａｔ１ｏｎ 　ＡｓｃｅｎｄａｎｃｙｏｆｔｈｅＧ１ｏｂａ１

　　Ｓｅｒｖｉｃｅ　Ｅｃｏｎｏｍｙ，Ｐｒａｅｇｅｒ
．

篠原三代平（１９５９），ｒ産業構造はどのように発展してきたか」（同編後掲書に所収） ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９１１）



１６２　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３５巻 ・第５号）

　　　　　　　編（１９５９），『産業構造』春秋杜 ．

　　　　　　　　（１９７６），『産業構造論』筑摩書房 ．

　　　　　　　　・馬場正雄編（１９７３），『現代産業論１産業構造』目本経済新聞杜

Ｓｋｏ１ｋａ，Ｊ １ｒ１ Ｖ　（１９７６） ，“ Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅ伍ｅｃｔｓ　ｏｆ　Ｕｎｂａ１ａｎｃｅｄ　Ｌａｂｏｕｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔ１ｖ１ｔｙ

　　　　Ｇｒｏｗｔｈ：Ｏｎ　ｔｈｅ　Ｗａｙ　ｔｏ　ａ　Ｓｅ１ｆ－Ｓｅｒｖｉｃｅ　Ｓｏｃｉｅｔｙ ”， （Ｊ．Ｓｏ１ａｒｉ＆Ｎ．ｄｕ　Ｐａｓｑｕｉｅｒ

　　　　ｅｄｓ ，Ｐｒ１ｖａｔｅ　ａｎｄ　Ｅｎ１ａｒｇｅｄ　Ｃｏｎｓｕｍｐｔ１ｏｎ ，Ｅｓｓａｙｓ１ｎ　ｌＭ［ｅｔｈｏｄｏｌｏｇｙ　ａｎｄ　Ｅｍｐ１ｒ１－

　　　　ｃａ１Ａｎａ１ｙｓ１ｓ－ＡＳＥＰＥＬＴ，Ａｓｓｏｃ１ａｔ１ｏｎ　Ｓｃ１ｅｎｔ１丘ｃ　Ｅｕｒｏｐｅｅｎｎｅ　Ｄ’Ｅｃｏｎｏｍ１ｅ　Ａｐ －

　　　　ｐ１１ｑｕｅｅ，Ｖｏ１Ｖ ，Ｎｏｒｔｈ－Ｈｏ１１ａｎｄ所収）

Ｓｍ１ｔｈ，Ａｄａｍ（１７７６） ，Ｔｈｅ　Ｗｅａｌｔｈ　ｏｆ　Ｎａｔ１ｏｎｓ，Ｗ　Ｒ　Ｓｃｏｔｔ（１９２５）（大内兵衛訳『国

　　　　富論』Ｏ，岩波文庫，１９４１）
．

Ｓｔａ１ｓｏｎ，Ｈｅ１ｅｎａ（１９８５） ，“ Ｕ　Ｓ　ｔｒａｄｅ　ｐｏ１１ｃｙ　ａｎｄ １ｎｔｅｒｎａｔ１ｏｎａ１ｓｅｒｖ１ｃｅ　ｔｒａｎｓａｃｔ１ｏｎｓ ”，

　　　　（Ｉｎｍａｎ　ｅｄ　前掲書所収）

Ｓｔａｎｂａｃｋ，Ｊｒ ，Ｔｈｏｍａｓ　Ｍ　（１９７９） ，Ｕｎｄｅｒｓｔａｎｄ１ｎｇ　ｔｈｅ　Ｓｅｒｖ１ｃｅ　Ｅｃｏｎｏｍｙ，Ｅｍｐ１ｏｙ －

　　　　ｍｅｎｔ，Ｐｒｏｄｕｃｔｉｖｉｔｙ，Ｌｏｃａｔｉｏｎ，Ｊｏｈｎｓ　Ｈｏｐｋｉｎｓ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ　Ｐｒｅｓｓ
・

　　　　　　　 ，Ｐｅｔｅｒ　Ｊ　Ｂｅａｒｓｅ，Ｔｈ１ｅｒｒｙ　Ｊ　Ｎｏｙｅ１１ｅ＆Ｒｏｂｅｒｔ　Ａ　Ｋａｒａｓｅｋ（１９８１） ，Ｓｅｒ －

　　　　ｖｉｃｅｓ／Ｔｈｅ　Ｎｅｗ　Ｅｃｏｎｏｍｙ，Ｒｏｗｍａｎ ＆Ａ１１ａｎｈｅ１ｄ

Ｓｔ１ｇ１ｅｒ，Ｇｅｏｒｇｅ（１９５６） ，Ｔｒｅｎｄｓ　ｍ　Ｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ　ｍ　ｔｈｅ　Ｓｅｒｖ１ｃｅ　Ｉｎｄｕｓｔｒ１ｅｓｌ　ＮＢＥＲ
－
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